
第１回 地方独立行政法人新小山市民病院評価委員会次第 

 

日時：平成２７年７月６日（月） 

   午後４時～６時 

場所：保健福祉センター 大会議室 

 

１．開 会 

 

２．委嘱状交付 

 

３．市長あいさつ 

 

４．委員長及び副委員長の選出 

 

５．議 事 

（１）平成２６年度地方独立行政法人新小山市民病院の財務諸表等について 

                             資料（１） 

 

（２）平成２６年度地方独立行政法人新小山市民病院事業報告書について 

                             資料（２） 

 

（３）今後の評価委員会について              資料（３） 

 

６．その他 

   

７．閉 会 



（敬称略）

№ 推薦区分 役職 氏名

1 医師会及び地域医療の見地から 小山地区医師会長 松岡
マツオカ

　淳一
ジュンイチ

2 医師派遣元及び病院経営の見地から 自治医科大学附属病院長 佐田
サタ

　尚宏
ナオヒロ

3 看護教育及び看護体制の見地から 公益社団法人栃木県看護協会長 河野
コウノ

　順子
ジュンコ

4 経営学の見地から 白鷗大学経営学部　教授 星
ホシ

　　法子
ノリコ

5 病院経営及び独法会計基準を熟知している見地から 落合公認会計士事務所長 落合
オチアイ

　智治
トモハル

6 受診者側にたった市民代表の見地から 市議会議員 石島
イシジマ

　政己
マサミ

　　　　　　　　所属 役職 氏名

1 小山市長 市長 大久保
オ オ ク ボ

　寿夫
ト シ オ

欠席

2 副市長 副市長 宮嶋
ミヤジマ

　誠
マコト

3 総合政策部 総合政策部長 日向野
ヒ　　 ガ　　ノ

　貞二
テイジ

欠席

4 財政改革課 課長 黒川
ク ロ カ ワ

　光政
ミ ツ マ サ

　　　　　　　　所属 役職 氏名

1 新小山市民病院 理事長兼病院長 島田
シマダ

　和幸
カズユキ

2 新小山市民病院看護部 副院長兼看護部長 小川
オガワ

　純子
ジュンコ

3 新小山市民病院事務部 事務部長 山中
ヤマナカ

　忠男
タダオ

4 新小山市民病院事務部 建設課長 上橋
ウエハシ

　康男
ヤスオ

5 新小山市民病院事務部 医事課長 島田
シマダ　

　守
マモル

6 新小山市民病院事務部 診療情報管理課長 小林　幸夫
コバヤシ　　　ユキオ

7 新小山市民病院事務部 総務課長 金澤　正治
カナザワ　マサハル

8 新小山市民病院事務部 人事課長 石橋　英俊
イシバシ　　ヒデトシ

欠席

9 新小山市民病院事務部 経理課長 阿部
アベ

　行博
ユキヒロ

　　　　　　　　所属 役職 氏名

1 保健福祉部 保健福祉部長 栗原
クリハラ

　千
チ

早
ハヤ

2 健康増進課 課長 大
ダイ

保
ホ

寺
ジ

　和子
カズコ

3 健康増進課　地域医療推進室 室長 石川
イシカワ

　和男
カズオ

4 健康増進課　地域医療推進室 地域医療推進係長 大橋
オオハシ

　雅子
マサコ

5 健康増進課　地域医療推進室 新小山市民病院跡地利用担当 砂山
スナヤマ

　俊之
トシユキ

6 健康増進課　地域医療推進室 主事 鈴木
スズキ

　由佳
ユカ
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事 業 報 告 書 
 

平成２６年度 

（第２期事業年度） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

自 平成２６年４月１日 

 至 平成２７年３月３１日 

 

 

地方独立行政法人新小山市民病院 
 

 

資料 ２ 



 

平成 26年度地方独立行政法人新小山市民病院事業報告書 

 

■地方独立行政法人新小山市民病院の概要 

１ 現況 

① 法人名   地方独立行政法人新小山市民病院 

② 所在地   小山市若木町一丁目 1番 5号 

③ 設立年月日 平成 25年 4月 1日 

④ 役員（平成 27年 3月 31日時点） 

 役職名 氏 名 備 考 

理事長 島田 和幸 病院長 

理事 栗原 克己 副院長 

理事 田野 茂夫 副院長 

理事 大谷 賢一 副院長 

理事 小川 純子 副院長 

監事 岩瀬 勇 弁護士 

監事 廣瀬 眞二 公認会計士 

 

⑤ 設置・運営する病院（平成 27年 3月 31日時点） 

病院名 新小山市民病院 

主な役割及び機能 救急告示病院 

病院群輪番制病院 

栃木県がん治療中核病院 

協力型臨床研修病院 

所在地 小山市若木町一丁目 1番 5号 

許可病床数 一般病床 342床 

診療科目 内科・総合診療科 消化器内科 呼吸器内科 

循環器内科 心臓血管外科 内分泌代謝科 腎臓内科 

神経内科 脳神経外科 外科 婦人科 整形外科  

眼科 小児科 皮膚科 泌尿器科 耳鼻咽喉科  

麻酔科 救急科 リハビリテーション科 放射線科 

 

⑥ 職員数（平成 27年 3月 31日時点） 

507人（正職員 423人、臨時職員 37人、嘱託職員 47人） 

 

 



 

２ 新小山市民病院の基本的な目標等 

  新小山市民病院は、設立以来市民の皆さまに支えられ、近隣の大学病院や地域の医

療機関との連携を行いながら、地域の中核病院として市民の皆さまの健康を守り、地

域医療の充実を図ってまいりました。 

特に、同じ二次医療圏の中に２つの大学病院があるという環境のなかで、一般急性

期病院として救急医療、小児医療をはじめとした二次機能の役割を果たしてきており、

今後は、更に機能を充実させ、地域との連携を更に緊密にしながら、「市立」から「独

法化」したメリットを最大限活用し、市民及び医療スタッフ双方を魅了する病院に成

長し続けます。 

そのためにも、安定した経営が必要不可欠であることから、職員の意識改革を図り、

医療の質を向上させながら、患者サービスの向上及び経営改善を強力に推進してまい

ります。 

■全体的な状況 

１ 法人の総括と課題 

  地方独立行政法人に移行して 2 年目の平成 26 年度は、独法化初年度で大きく改善

への流れができたことにひき続き、国が示した診療報酬改定に対応できる体制を整備

しつつ、病院運営の健全化を進めてまいりました。 

中でも、4月からはＤＰＣ対象病院としてスタートを切りましたので、この制度を

十分活用できるように、入退院支援室を組織し、患者さんの状況に応じた適切なベッ

ドコントロールを行いました。 

また、7月には亜急性期病棟を今回の改定で示された地域包括ケア病棟に変換して、 

急性期治療を経過し、病状が安定した患者さんに対して、在宅や介護施設への復帰支

援に向けた医療や支援を行いました。 

更に診療面では、4月に「自治医科大学地域医療教育センター」が院内に開設され、

学生教育と併せて総合診療科を担う医師 2名が赴任されました。同じく 4月から呼吸

器内科医師、内分泌代謝科医師、小児科医師が、9月には神経内科医師が増員になり、

医師の充実が図られました。 

経営面では、入院患者数の増加と入院単価のアップを図りましたが、上半期におい

てはＤＰＣ移行による平均在院日数が短縮され、新規患者は増えつつも、病床稼働率

が 64.8％（実稼働 305 床計算）と、かなり危機的な数値となってしまいました。こ

のため、入院患者増を図る必要から、断らない救急として救急のバックアップ体制の

整備、地域医療機関からの紹介をスムーズに行えるような地域連携の強化などに努め

た結果、下半期では病床稼働率が 72.9％（実稼働 305 床計算）まで回復し、年度平

均 68.9％（実稼働 305 床計算）となりました。反面、入院日数の短縮により、一人

当たりの入院単価は 49,127円と前年度平均 40,858円を大きく上回りました。 



 

また、新病院建設事業においては、順調に進んでおりますが、折からの建設費高騰

による当初契約額の変更分が未だ調整中で、早期解決を図ってまいります。 

２ 大項目ごとの特記事項 

(1) 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する取組 

２年間の準備期間を経て 4 月よりＤＰＣ対象病院としてスタートし、この制度

を最大限活用できるようクリニカルパス等の充実を図り、ＰＦＭ（ペイシェント・

フロー・マネッジメント）という退院調整専門部署を設置しました。また、診療

報酬改定による亜急性期病床の廃止に伴い、7月からは、中 3階病棟を地域包括ケ

ア病棟として運用し、在宅及び転院への準備支援を行いました。 

更に、1月には、南 2階病棟内にありました重症観察室をより高度な医療を提供

するためのＨＣＵ（ハイケアユニット）の加算をとり、急性期病院としての役割を

担えるような体制としました。 

特に力を入れた一つとして「断らない救急」があり、循環器、脳卒中、吐下血の

症例の 24 時間オンコール体制、脳卒中のホットライン体制、昼間の救急外来バッ

クアップ体制の整備を行い、救急患者の受入に積極的に動きました。 

力を入れたもう一つの項目は、紹介・逆紹介の推進であり、地域医療支援病院の

早期承認を目指し、地域の開業医・病院の強力なご支援をいただき、承認条件とな

る数値をクリアし大きな成果をあげることができました。 

また、健診機能の充実を図るため、企業訪問を積極的行い、かつ、人間ドック時

に提供する弁当「おやまの恵み御膳」を開発し、かつ減塩指導を行うなど、レベル

アップを図り、新たなドック受診者を確保しました。 

 

(2) 業務運営の改善及び効率化に関する取組 

病院の運営及び経営を推進する体制として、毎週開催の経営改革推進会議を中

心に、部門ごとの院長懇談会、各種委員会などがあり、ＤＰＣから得られるデー

タなどに基づきながら、日々改善の流れを作ってきました。 

特に、上半期では、ＤＰＣ移行による在院日数の大幅な短縮により、病床稼働率

が大きく低下したことにより、地域包括ケア病棟の適切な運用の検討を行いながら、

下半期においては稼働率の上昇が図られました。 

事務部門については、医事、経理では金融機関経験者、他病院での経験者等の雇

用ができ、人材の強化が図られました。 

また、人事評価制度については、28 年度本格実施に向けて年度途中からではあ

りますが試行的に開始しました。 

 

(3) 財務内容の改善に関する取組 

独法化初年度では黒字化が達成できましたが、引き続き 26年度も安定経営を目



 

指し、種々改善を進めました。収入面では、診療単価及び病床稼働率の上昇が大き

なポイントとなることから、4月からのＤＰＣ適用で在院日数が短縮されたことに

より診療単価が大きく上昇しましたが、反面、新規入院患者数の増加にもかかわら

ず病床利用率が低下してしまいました。そのため、新設された地域包括ケア病棟の

申請を、県内では 2番目となる７月から適用したため、病床稼働率低下を防ぎ、収

益アップにおいてもプラスとなる対応ができました。 

費用面では、入院患者延数の増加に反して薬品費の減額が顕著であり、これは薬

品購入において、従来の卸業者５社から１社への転換により大幅な値下げが可能に

なりました。また、ジェネリック薬品への切り替えを積極的に行ったことについて

も医薬品費の減につながりました。 

また、未収金対策については、26 年度より弁護士事務所に督促等の事務を依頼

し、一定の効果を出しました。 

 

(4) その他業務運営に関する重要事項を達成するための取組 

     新病院建設に関しては、平成 26 年 3 月 24 日の起工式以降、本体工事及びエネ

ルギーセンター工事については順調に進みました。また、院内保育所建設工事に

ついては、平成 27年 1月 15日に工事契約を締結し、工事に着手しました。 

■項目別の状況 

第１ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

１ 医療サービスの向上 

(1) 急性期病院としての機能の充実 

     平成 26年度は、ＨＣＵ（ハイケアユニット）病棟および地域包括ケア病棟の開

設を行い、3 次救急では対応しきれない高度急性期から一般急性期、そして回復

期医療までを対応しました。 

地域包括ケア病棟においては、急性期を脱した患者や重症度の低い急性期患者な

どの受入れを行うなど、より急性期型の地域包括ケア病棟の運用を行うなど、地域

中核病院としての役割を果たしました。 

また、呼吸器内科医師、内分泌代謝科医師、小児科医師、神経内科医師の増員や、

「自治医科大学地域医療教育センター」において総合診療科を担う医師 2名の赴任

などにより、さらなる診療体制の充実を図ることができました。 

   更に、平成 26 年度からＤＰＣの対象病院として運営が始まったことにより、在

院日数の短縮が図られ、より急性期病院の特色が反映されるとともに、医療の標

準化や透明化、より効率的な医療の提供を進めることができました。 

 (2) 救急医療の取組 

    小山市消防本部職員にも参加いただき、毎月開催の救急委員会を通して、不応



 

需に対しての状況を把握し、院内への情報提供を行いながら、断らない救急体制

の整備に努めました。 

平成 26 年度は、心疾患、脳疾患や消化器疾患におけるファーストコールでの

受入、二次救急輪番日以外での積極的な受入、平日の日中における救急外来バッ

クアップ体制の構築、麻酔科医師の応援による時間外緊急手術体制整備、夜間休

日急患センターからの小児受入など、積極的に体制づくりに力を入れてきました。 

その結果、救急車による救急搬送患者数は 2,845 人（前年比 174 人増）、うち

入院患者数は 1,262人（前年比 88 人増）と、救急車からの入院者割合は 45％と

前年の 44％から 1ポイント上昇しており、二次救急の役割が年々深まっておりま

す。この救急車患者とウォークインの救急患者からの入院数の合計は1,967人（前

年対比 24人増）でした。 

また、病院建物に併設されています夜間休日急患センターへの受診者数は

8,709人（前年比 328減）、当病院への急患受診者数は 6,373人（前年比 756減）

となっており、一次救急と二次救急の機能分化が明確になってきており、当該セ

ンターで診察されている医師会の先生方には深く感謝申し上げる次第です。 

なお、当病院で対応が困難な三次救急等については、自治医科大学附属病院等

の救命救急センターと緊密に連携し、必要な処置を行い、搬送等により適切な対

応を行っております。 

 

(3) ４疾病への対応 

ア がん 

    がんに関する手術件数は、大腸がんが 54件、乳がんが 22件で、前年よりそれ

ぞれ 3 件、28 件減少しました。なお、乳がんの減少は、専門医の退職によるも

のです。また、外来化学療法は、血液内科による診療開始のため前年度比 124件

増の 865件となりました。 

さらに当院ではがん診療拠点病院に準ずる病院の位置付けのとして、院内がん

登録の参加と地域がん登録事業にも参加しており、地域がん登録件数は平成 26

年度は 283件（前年度 159件）でした。 

  

イ 脳卒中 

9 月より脳卒中専門医の確保により、より一層の体制強化が図られ、ホットラ

イン体制、365 日オンコール体制で救急患者の受入を行っております。ホットラ

イン実績としまして 46件、ｔ-ＰＡ施行は 3例ありました。また、脳神経外科の

手術件数は 103件実施しました。 

 

 ウ 急性心筋梗塞 



 

昨年度に引き続き、循環器内科における救急体制は 24 時間 365 日オンコール

体制が敷かれ、救急患者の診療に対応しました。 

実績としては、心臓カテーテル検査 339件 ＰＣＩ（経皮的冠動脈形成術・ス

テント留置術）146件でした。 

  

エ 糖尿病 

糖尿病専門医が確保できたことにより、地域における糖尿病診療の中核病院と

して、重度糖尿病・内分泌・代謝疾患の先進的医療の提供体制を構築し始めまし

た。 

また、栄養食事指導件数は 1,557件と前年度比で 1,002件の増加とし、糖尿病

教室、教育入院も行いました。 

 

(4) 小児・周産期医療の充実 

    周産期医療については、25年度と同様、関係医療機関等に産科再開のための指

導医の確保の要請等を行ってまいりましたが、社会的な産科医不足等により実現

に至っておりません。 

小児医療においては、小児科医師の増員により小児救急二次輪番病院として休

日昼間のほか毎土曜昼間も当直体制を敷き、平日時間外においても急患対応しま

した。 

   

(5) 災害時等における対応 

   平成 26 年度においては、火災訓練のほかに、地震による火災を想定した院内防

災訓練を実施しました。 

また、災害拠点病院を補完する医療機関として DMATなどの機能整備に向けて引

き続き動向を注視し、整備体制の構築を準備しています。 

 

(6) 健診機能の充実 

平成 26年は、前年度の受診者増加のための体制づくりを土台に業務フローを見

直し、内臓脂肪測定、動脈硬化検査を人間ドックの標準検査としました。併せて、

脳心血管病予防に関連した動脈硬化・生活習慣病についての積極的な健康講座の

開催、市民公開講座の開催や営業活動により、人間ドック受診者数は 1.5 倍程度

増加しました。 

また、顧客満足度調査を全受診者に実施し、食事・受診環境・職種別接遇など

の改善点を抽出し取り組んだ結果、顧客満足度は常に 90％以上となりました。 

更に、新たなドックの新設として、県内で 2施設目の「心臓ドック」を平成 27

年 4月開始に向けて準備を推進しました。 



 

なお、平成 26年度の実績は、人間ドック 798件（前年度比 265件増）脳ドック

561件（112件増）一般健診・企業健診 762件（46件増）でした。 

 

(7) 保健・介護・福祉との連携 

病院単独事業として一般市民を対象にした「新小山市民病院健康講座」では、

「メタボリックシンドローム～内臓脂肪の怖さ～」「明日から役に立つ食事療法～

太らない食べ方～」「明日から役に立つ運動療法～健康体、体と心が若返る～」「認

知症ともの忘れについて」と題して開催しました。 

小山市と共催で行った健康講座「健康をつくる講演会」では、島田病院長が「島

田流 血管年齢の若返りかた」、中野健診センター所長が「減塩で血圧を下げよう！」

として講演し、同時に体組成計測定会や血管年齢測定会、試食会等を行いました。 

   また、管内医療機関・介護関係施設等従事者、市町職員、栃木県看護協会会員（地

区支部会員）、在宅医療連絡会議委員等を対象に、「認知症の早期発見とケアに必要

なこと」～もの忘れと認知症の違いは？認知症を理解し適切な対応を学ぶ～と題し

て、当院の認知症看護認定看護師による講演を行い、140名の参加者がありました。

認知症看護認定看護師による講演会は、介護支援専門員を対象にも実施しました。 

   第 3回病院ふれあい祭りは小雨の降る中、1,000人以上の地域住民の方のご来場

があり、恒例となりました AEDや超音波検査の体験などに参加していただきました。

ミニ講演会では、「人間ドックの重要性」「血管を強くする減塩法」「認知症ともの

忘れについて」「脳卒中予防のお話」をそれぞれ当院の健診センター所長、管理栄

養士、認知症看護認定看護師、脳卒中リハビリテーション看護認定看護師が講演し

ました。 

   保健・介護・福祉との連携では、連携する近隣の病院と訪問看護ステーションの

管理者に集まって頂き、意見交換を行いました。入院患者の退院支援に際してのご

意見等を色々聞くことができ、在宅支援に役立てています。 

   患者相談窓口においては、在宅医療を行っている医療機関や高齢者サポートセン

ター、福祉関係や生活保護担当者等と密接に連絡をとり、相談に来られる患者様・

ご家族様に対応しました。 

 

 ２ 医療提供体制の整備 

(1) 優秀な医療スタッフの確保 

   平成 26 年度は、自治医科大学による寄附講座が当病院に設置され、このことに

伴い院内に「地域医療教育センター」を設け、そこに総合診療科を担う医師 2 名

の赴任し、また、4 科で増員ができたことから前年度に比べ 6 名の医師を増員す

ることができました。 

また、看護師については、近隣の看護師養成学校に積極的に出向くとともに、



 

就職ガイダンス等への参加、実習生の積極的な受け入れ等に取り組み、優秀な看

護師の確保に努めました。 

    更に、診療情報管理業務、医事課業務の充実を促進するため、経験者登用等、

人材の確保に努めました。 

 

(2) 医療職等の専門性・医療技術の向上 

    認定看護師資格取得に関する長期研修に看護師を参加させるとともに、薬剤部

門をはじめとして医療技術部の各部門においては、自治医科大学その他の関係機

関で開催された研修等に積極的に参加し、医療技術の向上に努めました。 

また、地域における医療人の育成、地域医療の向上、研修医にとって魅力ある

教育研修機関となると認められる地域医療教育センターとして、4月から「自治医

科大学地域医療教育センター」が院内に開設され、学生教育と併せて総合診療科

を担う医師 2 名が赴任し、その教育と普及が図られました。新病院開設と同時に

再開予定の産科に従事する助産師のさらなるスキルアップを図るため、助産師出

向支援モデル事業の出向元施設として登録し、事業を実施しました。 

 

３ 患者・住民サービスの向上 

(1) 患者中心の医療 

    インフォームド・コンセントの実施については、説明資料の見直し等を行い、

また薬剤師による病棟服薬指導、栄養管理指導が必要な患者さんにはＮＳＴが積

極的に介入し適切な栄養管理指導を行うなど、それぞれの専門分野において、患

者さんの立場にたち、よりわかりやすい説明に努めました。 

また、昨年から設置された患者相談窓口は、患者さんの心理的負担の軽減を図

るとともに、インフォームド・コンセントの充実に努めました。 

 

(2) 利便性及び快適性の向上 

    25年度から実施した早朝採血が着実に周知されてきており、外来診療での有効

的時間活用が図られました。 

また、駐車場については毎年駐車スペースを新たに確保しておりますが、職員

の増加等により新たな確保が追い付けない状況のため、27年の利用終了まで知恵

をしぼり利便性を図ってまいります。 

会計部門では、現金のほか、カード決済・電子マネー決済を会計窓口及び健診

センターで行えるようにし、利便性を図っています。 

また、新病院での透析 20床運用を見据えて、5月より透析患者送迎サービスを

月・水・金の週 3日、10月からは月～土までの週 6日開始し、患者の利便性向上

及び患者確保の観点から順調に進んでいます。 



 

(3) 患者満足度の向上 

    入院患者には全員、外来患者には年 1 回 2 日にわたって、患者満足度調査を実

施しており、26年度は、入院患者満足度調査の回答率は 50％で、医師・看護師・

技師・事務職員等の人的サービスについては、「満足」「ほぼ満足」を合わせると

90％を超えています。 

一方、外来患者満足度調査の回収率は 38.8％で、医師、看護師、事務職員から

の説明や、待ち時間および駐車場などについての回答がありました。待ち時間につ

いては、前回より改善されていることや、駐車場については、平成 25 年度よりス

ムーズに駐車できたという回答が増えております。 

これらの調査結果については、全職員に公表し、その結果をもとに、医師・看護

師等関係職種が毎月話し合いを持ち、改善に努めています。なお、平成 26年度の

結果は、総合受付隣のラウンジに掲載し、患者さんや来院者に公表しています。 

 

(4) 職員の接遇向上 

  平成 26年度は、「優しさと思いやり」をテーマとして、各部署で接遇目標を設定

し、接遇の向上に努めました。 

また、各部署から出された目標や患者満足度調査の結果から、毎月の接遇目標を

設定し、デジタルサイネージや患者サービス向上委員会だよりを用いて院内の広報

活動を行いました。さらに、接遇リーダーを各部署から 2～3 名選出し、接遇の役

割モデルとなり院内・月間・各部署の接遇目標を達成するために活動しました。 

また個人の目標は、キャッチコピーを名札に提示し、日々接遇の改善に取り組み

ました。 

  あいさつ運動は、平成 25 年度は、一年間で 2 週間ずつ 4 回の実施でしたが、平

成 26年度は、毎朝 2名ずつ毎日実施しほぼ全職員が参加しました。 

  接遇研修には、外部講師よる「患者さんの心理を考える」というテーマで 131名

が出席しました。 

    

(5) ボランティア制度の活用 

    25人を目標としましたが、22人の登録となりました。患者と直接接する場面が

多いことから、感染症の基礎知識についての講習やボランティアとして出来る範

囲内で細やかな取組を挨拶運動とともに行いました。 

 

４ 地域医療連携の強化 

 (1) 地域医療機関との連携 

地域完結型医療を目指し、紹介・逆紹介の増加に取り組み、紹介率・逆紹介率

はどちらも目標値を上回り、地域医療支援病院の承認要件を満たすことができま



 

した。 

  医療連携協力施設は 3月末までに 194施設、医療機関情報カードは 103医療機

関に増え、かかりつけ医や逆紹介先を探す時に役立てています。また、緊急の患

者紹介については、開業医の先生方から医療連携室を通して積極的に受け入れて

います。 

在宅療養を受けている患者さんについては、在宅療養後方支援病院の施設基   

準をとり、入院希望の登録患者については緊急時断らず受け入れており、在宅医

療を行っている医療機関と密接に連携をとり対応しています。 

近隣 13 病院が参加している「小山市近郊地域医療連携協議会」は昨年度も 4

回会合を開き、行政から介護保険担当者や地域包括支援センター職員を招いて、

現状や課題についての報告をいただき、グループワークを行いました。 

  紹介率・逆紹介率等の実績については下記のとおりです。 

 

項  目 平成 25年度実績 平成 26年度実 

紹介率 40.8％ 68.1％ 

逆紹介率 56.1％ 67.4％ 

地域連携クリニカルパス運用件数 

（脳卒中） 

75件 54件 

地域連携クリニカルパス運用件数 

（大腿骨頚部骨折） 

50件 53件 

連携医療機関登録数 191件 194件 

施設の共同利用（CT・MRI） 514件 604件 

施設の共同利用 

（胃カメラ・超音波） 

59件 73件 

 

(2) 地域医療への貢献 

    小山地区医師会と共催で行っている「小山市の地域完結型医療を育てる会」は、

26 年度も 12 回開催し、当院医師が積極的に講演を行いました。他にも地域の先

生方や看護師、コメディカルを対象に講演会を開催したり、講師を派遣したりし

ました。当院には、認知症看護や緩和ケア等、様々な分野の認定看護師がおり、

積極的に講演会の講師を受けています。また、開業医の先生方と気楽に症例検討

ができる「ポットラックカンファレンス」を、8月より隔月で実施しました。 

  昨年度の実績は以下のとおりです。 

 

 

 



 

開催した講演会・講師を派遣した研修会等 

 開催回数 出席者人数（延べ数） 

地域完結型医療を育てる会 12回 院内：297 院外：223  合計：520 

ポットラックカンファレンス 4回 院内：37  院外：109  合計：146 

その他の研修会・講習会等 26回 院内：137 院外：1,034 合計：1,171 

合   計 42回 院内：471 院外：1,366 合計：1,837 

 

(3) 積極的な情報発信 

    小山市の全世帯に向けて「新小山市民病院だより」を年 4 回、小山市および近

隣市町の地域医療機関に向けて「新小山市民病院ニュースレター」、院内来院者に

向けて「わかぎ」の内容の充実を図り、配布を行いました。 

また、当病院公式ホームページは、一般の方をはじめ、医療関係者や求職者等

によりわかりやすく充実した情報を提供できるよう、表示方法や掲載内容を見直

し、より早く新しい情報を正確に伝えるよう工夫しています。 

さらに、昨年より開設した当病院公式 Facebookページは、ホームページとの棲

み分けを図り、建設事業や院内での取組みを写真とともにタイムリーに提供し、

当病院をより身近に、より詳しく知って頂けるよう努めております。 

平成 26年度は、当院主催による「新市民病院健康講座」の開催や、新市民病院

まつりでの「ミニ講演会」や、さらに小山市と共催による「健康をつくる講演会」

においては、小山市文化センター大ホールを貸切り大盛況となりました。 

 

５ 信頼性の確保 

(1) 医療安全対策等の徹底 

   毎月医療安全対策委員会を開催し、インシデント・アクシデント事例をもとに原

因を追究し、システムなどの変更や職員への周知方法などを改善してきました。

患者からのクレームなどに対しては、長期にわたり解決できないと予測される場

合は、速やかに顧問弁護士と相談し対応しました。 

平成 26年度のアクシデントは 6件で、医療事故・過誤として大きな問題になる

事例はありませんでしたが、レベルが低くても重大な事例も多くあり、その一つ

に MRI 室に持ち込み禁止物を入れ、幸いに患者には影響はありませんでしたが数

日 MRI検査が実施できない状況がありました。 

インシデント・アクシデントの報告は昨年に比べ、152件減の 1,086件ありまし

た。看護部以外ではコメディカル部門の意識も少しずつ高まっており、放射線部門

からはヒヤリハット報告が増加しました。アクシデントになる可能性のある転倒・

転落については、転倒率 2.4と全国平均並みです。離床センサーマットを 4台購入

し予防対策に活用しました。 



 

患者からの不満については、患者サポート体制をとり、患者サービス向上委員会

とともに協同し、多くの不満はクレームになる前に対応しています。 

   院内感染対策としては、厚生労働省 JANIS事業に参加し、他医療機関の情報の入

手及び感染率の比較検討を行っています。SSI 部門では、全国 204 施設が参加し、

当院の胆のう手術（腹腔鏡下含む）の SSI発生率は 3.0%、全国平均は 3.3%でした。 

 また、検査部門では 745施設が参加し、検体提出について 100床当たりの全国平

均は 1,362件ですが、当院は 1,584 件で積極的に診断治療のために役立てました。 

 院内感染対策上必要な特定耐性菌の分離菌である MRSAの検出状況は、3.45%であ

り、全体の 7.48%の結果からは 1/2以下の検出状況でした。その他 MDRP・ VRE・ PRSP

等の分離菌の検出はなく、薬剤耐性菌は、院内感染対策上重要であるため、院内外

のデータを収集し分析を行い、院内感染対策に役立てました。 

 

(2) 外部評価の活用 

    平成 27年 5月に病院機能評価受審を目標に病院機能評価受審プロジェクトを設

置し、88項目からなる評価項目ごとにグループを設置し、グループ毎の討議、書

面審査、自己調査および自己評価を行い、2 月には最終的な確認のためにサーベ

イヤーによる予備審査を行いました。 

 

(3) 法令・行動規範の遵守 

    医療法をはじめとする関係法令を遵守するとともに、内部規定の整備を進めま

した。 

 

(4) 情報の開示 

    個人情報の保護及び情報の開示については、小山市の関係条例を例としかつ新

小山市民病院個人情報保護指針に基づき、適切に対応しています。 

カルテ開示等については、迅速かつ的確に対応しており、平成 26 年度は 27 件

の開示請求がありました。 

また、個人情報の開示に関する不服については、院内の個人情報保護管理委員

会を開催し、顧問弁護士等の助言を得ながら対応しています。 

 

第２ 業務運営の改善及び効率化に関する事項 

１ 業務運営体制の構築 

(1) 組織と運営管理体制の確立 

    経営改革推進本部の下部組織として病院経営企画室を設置し、地域医療連携部

を患者支援センターに名称変更するとともに、入退院支援室を創設、医療技術部

に眼科部門を創設、新たな部として地域医療教育センターを創設するなどにより、



 

より実践的な病院経営、円滑な業務運営を図りました。 

    また、昨年度に引き続き、各部等において定期的又は必要に応じて会議等を開

催し、計画の進捗状況、経営の方向性等について協議しました。 

 

(2) 事務経営部門の強化 

医事課業務の充実を図るため、委託の業務の縮小、経験者の職員採用を行い、

更に適正な診療情報管理を進めるため、診療情報管理士、医師事務作業補助者の採

用に努めました。 

また、昨年同様に、個人情報の保護に関することをはじめとして、様々なもの

に適切な対応が図れるよう、コンサルタント等による講習会等を開催しました。 

 

(3) 事務経営部門職員の計画的採用 

    昨年度と同様に、小山市からの派遣職員の帰任計画を踏まえながら、事務部門

職員採用の基準を定め、医事課部門の強化を図るなど計画的に法人固有の職員を

採用しました。 

 

２ 魅力ある病院づくり 

(1) 意欲を引き出す人事給与制度の構築 

    職員の資質の向上、人材の育成、結果としての公平な分配に資するため、医師

を含めた人事評価制度の整備を図り、コンサルタントの支援を受けながら、その

トライアルとして医師を除く職員の人事評価を実施し、協議を重ねながら、完成

度の高い制度の構築を目指しています。平成 28年 4月の本格実施を目標に、医師

を含めた職員全体の人事評価制度を整備していきます。 

    また、労働組合と協議をする等により、リアルタイムな手当等の整備を図って

いきます。 

 

(2) 職員満足度の向上 

    組織の活性度は、職員の意欲と職員満足により測れると認められることから、

昨年同様に、61の項目からなる「職員満足度調査」を実施しました。併せて「独

法化されたことによって良かったこと」、「その他、自由意見」を求め、それらの

結果をもとに職員の現状を把握するとともに、職員満足度向上の具体的な施策を

検討しています。 

 

(3) 働きやすい職場環境の整備 

  土曜日及び日曜日の開園、夜勤対応の 24 時間開園日の設置など、院内保育所の

運営を拡大し、女性医師や看護師確保、また、働き易い職場の整備を進めました。    



 

    また、看護師就職説明会などにおいて、短時間勤務制度、正規職員短時間勤務

制度の周知拡大を図りました。 

    今後も、初心に戻ったコンプライアンスの研修会等を開催することなどにより、

さらなる良好な職場環境の整備を図っていきます。 

 

第３ 財務内容の改善に関する事項 

１ 経営基盤の強化 

   独法化がスタートした平成 25 年度決算において、黒字化の第一歩を踏み出したこ

とにより、次なる当院が目指すべき方向は、継続的な黒字体質の維持となります。 

  現在も当病院は小山市からの運営負担金をもとに、不採算部門となる救急医療、小

児医療などを提供しておりますが、このような公的医療も行いつつ、従来までの経営

方針、経営戦略では経営基盤の更なる強化は図れないとの危機意識を持ち、幹部職員

等による病院経営改革推進会議を柱とした様々な協議を毎週重ねてきました。 

  昨年に続き、収益増加と費用削減を大原則に、救急患者の積極的な受入、入院患者

増加策、健診センターの利用向上策等を全スタッフにより実施した結果、平成 26 年

度の経常収支比率は、102.3％、医業収支比率は、101.8％の結果となりました。 

 

２ 収益の確保と費用の節減 

(1) 収益の確保 

    収益確保の方向性として、入院診療単価、外来診療単価の向上は不可欠と考え、

平成 26 年度は、１人１日あたり入院診療単価 40,000 円台後半、外来診療単価

10,000円台中間を目標に見直しを行いました。救急医療管理加算、診療録管理加

算、医師事務作業補助体制加算、総合評価加算等の基本的算定を行い、昨年に引

き続き、取漏れのない体制構築に努めました。 

    その結果、入院患者数、外来患者数は減少しましたが、前年度に比して、入院

診療単価は 8,269 円増加、外来診療単価も 519 円増加と前年を大きく上回りまし

た。入院患者数減は、診療報酬制度がＤＰＣに移行したことによる平均在院日数

の短期化によるもの、外来患者数減は、かかりつけ医への逆紹介の推進によるも

のと言えます。しかしながら、診療単価の向上により通年での医業収入は増加し

ており、診療単価向上への取組は十分な成果を生み出したものと思料します。こ

の結果に繋がった大きな要因の一つに手術件数の増加があります。昨年度より午

前中の手術が行えるような体制にし、そのことから手術件数は、前年対比 623 件

増の 2,417 件を数えました。加えて、地域包括ケア病棟、ＨＣＵの導入等が今年

度の新たな施策として実施され、これらが有効に稼働していることも今年度の医

業収益向上に寄与しております。薬剤部門は、昨年に引続き、薬剤管理指導料等

の算定漏れの見直しなどを行い、また、各医療技術系分野の算定用法を検討し、



 

取漏れの無い算定形式に変更しました。 

 

項目 25年度実績 26年度実績 25年度比 

入院患者数 85,792人 76,648人 ▲9,144人 

入院診療単価 40,858円 49,127円 8,269円 

病床稼働率 68.7％ 61.4％ ▲7.3％ 

平均在院日数 15.4日 11.3日 ▲4.1日 

外来患者数 155,926人 152,153人 ▲3,773人 

外来診療単価 10,097円 10,616円 519円 

 

(2) 費用の削減 

    材料費対医業収益比率は前年度比▲1.2％、経費対医業収益比率は同比 0.9％、

給与費対医業収益比率は同比 7.8％となりました。材料費削減の原動力は薬品費

の大幅削減(年間約 80百万円)です。これは、仕入業者の絞り込みによる値引率引

上げ交渉の実現、ジェネリック薬品品目採用率向上等によるものでした。経費削

減については、前年度比約 300百万円の増収に対し、総経費を微増(約 30百万円)

で抑えたことにより、上記の結果となりました。給与費は、目標を上回る比率で

あり、対前年度比でも上昇しています。これは、新病院移転後の収益向上を見込

むためのスタッフ強化を標榜したものであり、医業収益向上に伴い、この比率は

安定的に推移して行くものと思います。 

 

項目 25年度実績 26年度実績 25年度比 

材料費対医業収益比率 21.8％ 20.6％ ▲1.2％ 

経費対医業収益比率 15.9％ 16.8％  0.9％ 

給与費対医業収益比率 55.0％ 62.8％  7.8％ 

ジェネリック医薬品

の品目採用率 
10.1％ 19.1％  9.0％ 

 

第４ その他業務運営に関する重要事項 

１ 新病院建設に向けた取組 

  平成 28年 1月の開院に向け、事業の推進を図っており、平成 26年度の各工事の進

捗状況は、病院本体工事は、3月 31日現在で進捗率 46％、エネルギーセンターも 60％

と順調に工事を進めました。また、院内保育所の建設においては、平成 27年 1月 15

日に(株)乃木鈴建設産業と、請負金額 88,992 千円で契約を結び、1 月末に工事に着

手しました。尚、3月 31日現在での進捗率は、15％でした。 

 



 

第５ 予算、収支計画及び資金計画 

１ 予算                          

(単位：百万円) 

                                               

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊計数は、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計と一致 

しないものがある。 

 

区分 ２６年度予算額 ２６年度決算額 差異 

収入 

 営業収益 

  医業収益 

  運営費負担金 

  その他営業収益 

 営業外収益 

  運営費負担金 

  その他営業外収益 

 資本収入 

  運営費負担金 

  長期借入金 

  その他資本収入 

 その他の収入 

  計 

  

５，８９３ 

５，４７４ 

３６９ 

４９ 

１１６ 

９０ 

２６ 

１，８９６ 

０ 

８４２ 

１，０５４ 

０ 

７，９０５ 

 

５，９３５ 

５，５４０ 

３０９ 

８６ 

１２８ 

９０ 

３８ 

２，１７１ 

０ 

１，１１７ 

１，０５４ 

０ 

８，２３４ 

 

４２ 

６６ 

▲６０ 

３７ 

１２ 

０ 

１２ 

２７５ 

０ 

２７５ 

０ 

０ 

３２９ 

支出 

 営業費用 

  医業費用 

    給与費 

    材料費 

    経費等 

  一般管理費 

 営業外費用 

 資本支出 

  建設改良費 

  償還金 

  その他資本支出 

 その他の支出 

  計 

 

５，６３６ 

５，３８９ 

３，０９８ 

１，２２２ 

１，０６９ 

２４７ 

８１ 

２，６３７ 

２，４７６ 

１４０ 

２１ 

０ 

８，３５４ 

 

５，６５９ 

５，３７０ 

３，１８５ 

１，１８２ 

１，００３ 

２８９ 

１９８ 

２，８２１ 

２，６６６ 

１４０ 

１５ 

０ 

８，６７８ 

 

２３ 

▲１９ 

８７ 

▲４０ 

▲６６ 

４２ 

１１７ 

１８４ 

１９０ 

０ 

▲６ 

０ 

３２４ 



 

２ 収支計画                        

                             (単位：百万円) 

区分 ２６年度予算額 ２６年度決算額 差異 

収入の部 

 営業収益 

  医業収益 

  運営費負担金収益 

  補助金等収益 

  資産見返補助金戻入 

 営業外収益 

  運営費負担金収益 

  その他営業外収益 

 臨時収益 

５，９９５ 

５，８８１ 

５，４６２ 

３６９ 

４９ 

０ 

１１４ 

９０ 

２４ 

０ 

６，０４５ 

５，９２０ 

５，５２５ 

３０９ 

８６ 

０ 

１２５ 

９０ 

３５ 

０ 

５０ 

３９ 

６３ 

▲６０ 

３７ 

０ 

１１ 

０ 

１１ 

０ 

支出の部 

 営業費用 

  医業費用 

    給与費 

    材料費 

    経費等 

    減価償却費 

  一般管理費 

 営業外費用 

 臨時損失 

５，８６４ 

５，６７１ 

５，４１４ 

３，０９８ 

１，１８１ 

９９２ 

１４３ 

２５７ 

１９３ 

０ 

５，９０９ 

５，７１１ 

５，４２３ 

３，１８２ 

１，１３８ 

９３７ 

１６６ 

２８８ 

１９８ 

０ 

４５ 

４０ 

９ 

８４ 

▲４３ 

▲５５ 

２３ 

３１ 

５ 

０ 

純利益 

目的積立金取崩額 

総利益 

１３１ 

０ 

１３１ 

１３６ 

０ 

１３６ 

５ 

０ 

５ 

 

   ＊ 計数は、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計と一致 

しないものがある。 

 

 

 

 

 

 

 



 

３ 資金計画                     

   (単位：百万円) 

区分 ２６年度予算額 ２６年度決算額 差異 

資金収入 

 業務活動による収入 

  診療業務による収入 

  運営費負担金による収入 

  その他の業務活動による収入 

 投資活動による収入 

  運営費負担金による収入 

  その他の投資活動による収入 

 財務活動による収入 

  長期借入による収入 

  その他の財務活動による収入 

 前年度からの繰越金 

８，４０５ 

６，００９ 

５，４７４ 

４５９ 

７５ 

１，０５４ 

１，０５４ 

０ 

１，３４２ 

８４２ 

５００ 

０ 

９，３７５ 

５，６２５ 

５，１５４ 

３０９ 

１６２ 

９３ 

９０ 

３ 

１，３７１ 

１，１１７ 

２５４ 

２，２８６ 

970 

▲384 

▲320 

▲150 

87 

▲961 

▲964 

3 

29 

275 

▲246 

2,286 

資金支出 

 業務活動による支出 

  給与費支出 

  材料費支出 

  その他の業務活動による支出 

 投資活動による支出 

  有形固定資産の取得による支出 

  その他の投資活動による支出 

 財務活動による支出 

  長期借入金等の返済による支出 

  移行前地方債償還債務の償還による支出 

  その他の財務活動による支出 

８，８５４ 

５，７１７ 

３，３４４ 

１，２２２ 

１，１５０ 

２，４９７ 

２，４７６ 

２１ 

６４０ 

０ 

１４０ 

５００ 

７，７２４ 

５，７２５ 

３，５０５ 

１，１８０ 

１，０４０ 

１，８５９ 

１，８４４ 

１５ 

１４０ 

０ 

１４０ 

０ 

▲1,130 

8 

161 

▲42 

▲110 

▲638 

▲632 

▲6 

▲500 

0 

0 

▲500 

次年度への繰越金 １，５０６ １，６５１ 145 

   ＊ 計数は、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計と一致 

しないものがある。 

 

 

 

 

 

 



 

第６ 短期借入金の限度額 

  １、限度額 

   2,500百万円 

  ２、短期借入金の発生状況 

   平成 26年度の短期借入金利用状況は、『栃木県公的医療機関等整備 

資金貸付金』による５００百万円の調達のみです。 

 

第７ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 

     平成 26 年度は、有りませんでした。平成 27 年度については、平成 28 年

1月の新病院開院予定の伴い、これを以て現病院の土地、建物、構築物等

固定資産の使用が終了し、これらが不要財産と認定された場合は、小山市

に返納を行う計画が有ります。 

 

第８ 剰余金の使途 

     平成 26 年度決算によって生じた剰余金、当期総利益については、すべて

積立を予定しております。 

 

第９ 地方独立行政法人新小山市民病院の業務運営に関する規則（平成 25年小

山市規則第 8号）に定める事項 

 施設及び設備に関する計画 

(単位：百万円) 

 

 

 

 

 

 

 

施設及び設備の概要 26年度 

予算額 

26年度 

決算額 

差異 財源 

病院施設、医療機器等

整備 

 

180 

 

400 

 

220 

小山市長期借

入金 

新小山市民病院建設事

業 

 

2,396 

 

2,271 

 

▲125 

小山市長期借

入金 



 

 

 

平成２６事業年度に係る業務実績報告書 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２７年６月 

 

地方独立行政法人 

新小山市民病院 
 

 

 

 

 

［様式１］ 



新小山市民病院の概要      

 

１． 現況 

 

① 法人名 

   地方独立行政法人新小山市民病院 

② 所在地 

小山市若木町一丁目１番５号 

③ 設立年月日 

平成 25年 4月 1日 

④ 役員 

                          （平成 27年 3月 31日時点） 

 役職名 氏 名 備 考 

理事長 島田 和幸 病院長 

理事 栗原 克己 副院長 

理事 田野 茂夫 副院長 

理事 大谷 賢一 副院長 

理事 小川 純子 副院長 

監事 岩瀬 勇 弁護士 

監事 廣瀬 眞二 公認会計士 

 

⑤ 設置・運営する病院              （平成 27年 3月 31日時点） 

病院名 新小山市民病院 

主な役割及び機能 救急告示病院 

病院群輪番制病院 

栃木県がん治療中核病院 

協力型臨床研修病院 

所在地 小山市若木町一丁目１番５号 

許可病床数 一般病床 ３４２床 
 

 

   

診療科目 内科・総合診療科 消化器内科 呼吸器内科 循環器内科 

心臓血管外科 内分泌代謝科 腎臓内科 神経内科 脳

神経外科 外科 婦人科 整形外科 眼科 小児科 皮

膚科 泌尿器科 耳鼻咽喉科、麻酔科 救急科 リハビリ

テーション科 放射線科 

 

⑥ 職員数                     （平成 27年 3月 31日時点） 

507人（正職員 423人、臨時職員 37人、嘱託職員 47人） 

 

２．新小山市民病院の基本的な目標等 

  新小山市民病院は、設立以来市民の皆さまに支えられ、近隣の大学病院や地域の医療

機関との連携を行いながら、地域の中核病院として市民の皆さまの健康を守り、地域医

療の充実を図ってまいりました。 

特に、同じ二次医療圏の中に２つの大学病院があるという環境のなかで、一般急性期

病院として救急医療、小児医療をはじめとした二次機能の役割を果たしてきており、今

後は、更に機能を充実させ、地域との連携を更に緊密にしながら、「市立」から「独法化」

したメリットを最大限活用し、市民及び医療スタッフ双方を魅了する病院に成長し続け

ます。 

そのためにも、安定した経営が必要不可欠であることから、職員の意識改革を図り、

医療の質を向上させながら、患者サービスの向上及び経営改善を強力に推進してまいり

ます。 

 

 

 

 

 



 

１ 法人の総括と課題 

  地方独立行政法人に移行して 2 年目の平成 26 年度は、独法化初年度で大きく改善へ

の流れができたことにひき続き、国が示した診療報酬改定に対応できる体制を整備しつ

つ、病院運営の健全化を進めてまいりました。 

中でも、4月からはＤＰＣ対象病院としてスタートを切りましたので、この制度を十

分活用できるように、入退院支援室を組織し、患者さんの状況に応じた適切なベッド

コントロールを行いました。 

また、7月には亜急性期病棟を今回の改定で示された地域包括ケア病棟に変換して、 

急性期治療を経過し、病状が安定した患者さんに対して、在宅や介護施設への復帰支

援に向けた医療や支援を行いました。 

更に診療面では、4月に「自治医科大学地域医療教育センター」が院内に開設され、

学生教育と併せて総合診療科を担う医師 2 名が赴任されました。同じく 4 月から呼吸

器内科医師、内分泌代謝科医師、小児科医師が、9月には神経内科医師が増員になり、

医師の充実が図られました。 

経営面では、入院患者数の増加と入院単価のアップを図りましたが、上半期におい

ては予想どおり、ＤＰＣ化による平均在院日数が短縮され、新規患者は増えつつも、

病床稼働率が 64.8％（実稼働 305 床計算）と、かなり危機的な数値となってしまいま

した。このため、入院患者増を図る必要から、断らない救急として救急のバックアッ

プ体制の整備、地域医療機関からの紹介をスムーズに行えるような地域連携の強化な

どに努めた結果、下半期では病床稼働率が 72.9％（実稼働 305 床計算）まで回復し、

年度平均 68.9％（実稼働 305 床計算）となりました。反面、入院日数の短縮により、

一人当たりの入院単価は 49,127円と前年度平均 40,858円を大きく上回りました。 

また、新病院建設事業においては、順調に進んでおりますが、折からの建設費高騰

による当初契約額の変更分が未だ調整中で、早期解決を図ってまいります。 

   

 

 

 

 

２ 大項目ごとの特記事項 

 (1) 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する取組 

    ２年間の準備期間を経て 4月よりＤＰＣ対象病院としてスタートし、この制度を最

大限活用できるようクリニカルパス等の充実を図り、ＰＦＭ（ペイシェント・フロー・

マネッジメント）という退院調整専門部署を設置しました。また、診療報酬改定によ

る亜急性期病床の廃止に伴い、7 月からは、中 3 階病棟を地域包括ケア病棟として運

用し、在宅及び転院への準備支援を行いました。 

更に、1月には、南 2階病棟内にありました重症観察室をより高度な医療を提供す

るためのＨＣＵ（ハイケアユニット）の加算をとり、急性期病院としての役割を担え

るような体制としました。 

特に力を入れた一つとして「断らない救急」があり、循環器、脳卒中、吐下血の症

例の 24 時間オンコール体制、脳卒中のホットライン体制、昼間の救急外来バックア

ップ体制の整備を行い、救急患者の受入に積極的に動きました。 

力を入れたもう一つの項目は、紹介・逆紹介の推進であり、地域医療支援病院の早

期承認を目指し、地域の開業医・病院の強力なご支援をいただき、承認条件となる数

値をクリアし大きな成果をあげることができました。 

また、健診機能の充実を図るため、企業訪問を積極的に行い、かつ、人間ドック時

に提供する弁当「おやまの恵み御膳」を開発し、かつ減塩指導を行うなど、レベルア

ップを図り、新たなドック受診者を確保しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



(2) 業務運営の改善及び効率化に関する取組 

病院の運営及び経営を推進する体制として、毎週開催の経営改革推進会議を中心

に、部門ごとの院長懇談会、各種委員会などがあり、ＤＰＣから得られるデータなど

に基づきながら、日々改善の流れを作ってきました。 

特に、上半期では、ＤＰＣ移行による在院日数の大幅な短縮により、病床稼働率が

大きく低下したことにより、地域包括ケア病棟の適切な運用の検討を行いながら、下

半期においては稼働率の上昇が図られました。 

事務部門については、医事、経理では他病院での経験者、金融機関経験者等の雇用

ができ、人材の強化が図られました。 

また、人事評価制度については、28年度本格実施に向けて年度途中からではありま

すが試行的に開始しました。 

 

 (3) 財務内容の改善に関する取組 

    独法化初年度では黒字化が達成できましたが、引き続き 26 年度も安定経営を目指

し、種々改善を進めました。収入面では、診療単価及び病床稼働率の上昇が大きなポ

イントとなることから、4月からのＤＰＣ適用で在院日数が短縮されたことにより診

療単価が大きく上昇しましたが、反面、新規入院患者数の増加にもかかわらず病床利

用率が低下してしまいました。そのため、新設された地域包括ケア病棟の申請を、県

内では 2番目となる７月から適用したため、病床稼働率低下を防ぎ、収益アップにお

いてもプラスとなる対応ができました。 

費用面では、入院患者延数の増加に反して薬品費の減額が顕著であり、これは薬品

購入において、従来の卸業者５社から１社への転換により大幅な値下げが可能になり

ました。また、ジェネリック薬品への切り替えを積極的に行ったことについても医薬

品費の減につながりました。 

また、未収金対策については、26年度より弁護士事務所に督促等の事務を依頼し、

一定の効果を出しました。 

 

 

(4) その他業務運営に関する重要事項を達成するための取組 

   新病院建設に関しては、平成 26年 3月 24日の起工式以降、本体工事及びエネルギー

センター工事については順調に進みました。また、院内保育所建設工事については、

平成 27年 1月 15日に工事契約を締結し、工事に着手しました。 

 

 

 



項目別の状況 

第１ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

  １ 医療サービスの向上 

（１）急性期病院としての機能の充実 

 

中期目標 

 １ 医療サービスの向上 

(１) 急性期病院としての機能の充実 

急性期医療を担う地域の中核病院としての機能を維持しつつ、患者動向、医療需要の変化及び新たな医療課題に適切に対応するため、高度で専門的な 

医療が提供できるよう各診療部門の充実及び見直しを図ること。 

 

中期計画 年度計画 

法人の自己評価 委員会の評価 

評価の判断理由（実施状況等） 評価 評価 評価委員会コメント 

１ 医療サービスの向上 

(１) 急性期病院としての機能の充実     

診療体制を充実し、急性期を

担う地域中核病院として、より

高度で専門性を必要する疾患領

域まで対応するとともに、がん

治療の充実、循環器センターを

はじめとする特色ある病院づく

りに取り組む。 

また、平成２６年度にＤＰＣ

対象病院の認定を受け、他病院

との診療情報データの比較分析

を積極的に行うなど、急性期病

院としての医療の質の向上に努

める。 

 更なる診療体制の充

実を図り、地域中核病

院としての医療の質の

向上に努め、また、Ｄ

ＰＣ対象病院として他

病院との比較分析を積

極的に行い、クリニカ

ルパスの整備を進め、

より効率的な医療の提

供を進める。 

 

平成 26年度は、ＨＣＵ（ハイケアユニット）病棟および地域

包括ケア病棟の開設を行い、高度急性期から一般急性期、そし

て回復期医療までを対応しました。 

地域包括ケア病棟では、急性期を脱した患者や重症度の低い

急性期患者などの受入れを行うなど、より急性期型の地域包括

ケア病棟の運用を行うなど、地域中核病院としての役割を果た

しました。 

また、呼吸器内科医師、内分泌代謝科医師、小児科医師、神

経内科医師の増員や、「自治医科大学地域医療教育センター」に

おいて総合診療科を担う医師 2 名の赴任などにより、更なる診

療体制の充実を図ることができました。 

更に、平成 26年度からＤＰＣの対象病院として運営が始まっ

たことにより、在院日数の短縮が図られ、より急性期病院の特

色が反映されるとともに、医療の標準化や透明化、より効率的

な医療の提供を進めることができました。 

 ３   

 



 

第１ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

  １ 医療サービスの向上 

（２）救急医療の取組み 

 

中期目標 

 １ 医療サービスの向上 

（２）救急医療の取組み 

二次救急医療機関としての役割を果たすため、地域の医療機関や消防等の関係機関との連携のもとに、より充実した救急医療体制を構築すること。 

 

中期計画 年度計画 

法人の自己評価 委員会の評価 

評価の判断理由（実施状況等） 評価 評価 評価委員会コメント 

１ 医療サービスの向上 

（２）救急医療の取組み     

域住民の救急医療へのニーズ

に応え、地域の急性期病院とし

ての役割を果たすため、２４時

間３６５日救急医療の提供を行

う。また、救急受入体制の充実

を進めながら、地域の医療機関

や小山市消防本部等関係機関と

の緊密な連携のもと、断らない

救急体制の整備に努める。 

なお、本院で対応が困難な三

次救急については、自治医科大

学附属病院等の救命救急センタ

ーと緊密に連携し、必要な処置

を行い、搬送等により適切な対

応を行う。 

 

 地域医療機関や消防

との緊密な連携のもと、

心筋梗塞、脳卒中、消化

器疾患を中心に24時間

365日断らない救急体制

の整備に努める。 

小山市消防本部職員にも参加いただき、毎月開催の救急委員

会を通して、不応需に対しての状況を把握し、院内への情報提

供を行いながら、断らない救急体制の整備に努めました。 

平成 26年度は、心疾患、脳疾患や消化器疾患におけるファー

ストコールでの受入、二次救急輪番日以外での積極的な受入、

平日の日中における救急外来バックアップ体制の構築、麻酔科

医師の応援による時間外緊急手術体制整備、夜間休日急患セン

ターからの小児受入など、積極的に体制づくりに力を入れてき

ました。 

その結果、救急車による救急搬送患者数は 2,845 人（前年比

174 人増）、うち入院患者数は 1,262 人（前年比 88 人増）と、

救急車からの入院者割合は45％と前年の44％から1ポイント上

昇しており、二次救急の役割が年々深まっております。この救

急車患者とウォークインの救急患者からの入院数の合計は

1,967人（前年対比 24人増）でした。 

 ３ 

  

  



【目標指標】 

指標 
平成 24 年度

実績 

平成 25 年度

実績 

平成 26 年度

計画 

平成 26 年度

実績 

計画との差 

救急車搬送受入数 2,629 人 2,671 人 2,760 人 2,845 人 85 人 

救急入院患者数 1,890 人 1,943 人 2,040 人 1,967 人 △73 人 

 

  

   

 

 

第１ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

  １ 医療サービスの向上 

（３）４疾病（がん、脳卒中、急性心筋梗塞、糖尿病）への対応 

 

中期目標 

 １ 医療サービスの向上 

（３）４疾病（がん、脳卒中、急性心筋梗塞、糖尿病）への対応 

住民の健康を守るうえで、４疾病への対応は重要課題であり、地域の医療機関と連携、役割分担のうえ、高度で専門的な医療の提供体制を整備すること。 

 

中期計画 年度計画 

法人の自己評価 委員会の評価 

評価の判断理由（実施状況等） 評価 評価 評価委員会コメント 

１ 医療サービスの向上 

（３）４疾病（がん、脳卒中、急性心筋梗塞、糖尿病）への対応    



地域の中核病院として地域の

医療機関との連携、明確な役割

分担のもと、適切な医療を提供

する。 

 

ア がん  

地域がん診療拠点病院機能に

準じた機能の整備を目指す。そ

のため、長期的将来構想・計画

を策定し、人的、物的資源を段

階的に投入し、機能整備を行う。

また、緩和ケア、放射線治療へ

の対応については、当該機能整

備に順じ、積極的に検討を行う

こととする。 

 

イ 脳卒中 

人的確保を行いながら、t-Ｐ

Ａ治療を含む２４時間体制の脳

卒中医療を提供する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域の中核病院とし

て地域の医療機関との

連携、明確な役割分担

のもと、適切な医療を

提供する。 

ア がん  

新要件に基づくがん

診療連携拠点病院機能

に準じた機能の整備を

目指して、外科、消化

器内科、泌尿器科の人

的確保に努め、また、

緩和ケアチームの整備

について積極的な検討

を行う。 

 

イ 脳卒中 

神経内科・脳外科共

に人的確保を行い、神

経内科領域では急性期

脳梗塞に対する t-PA治

療を含む診療体制、脳

外科ではくも膜下出

血・手術適応のある脳

出血・硬膜下血腫など

に対する診療体制及び

十分なサポート体制を

取れるように検討す

 

 

 

 

 

ア がん 

    がんに関する手術件数は、大腸がんが 54 件、乳がんが 22 件

で、前年よりそれぞれ 3件、28件減少しました。なお、乳がん

の減少は、専門医の退職によるものです。また、外来化学療法

は、血液内科による診療開始のため前年度比 124 件増の 865 件

となりました。 

さら    がん診療拠点病院に準ずる病院の位置付けとして、院内がん

登録の参加と地域がん登録事業にも参加しており、地域がん登

録件数は平成 26年度は 283件（前年度 159件）でした。 

 

  

イ 脳卒中 

9 月より脳卒中専門医の確保により、より一層の体制強化が

図られ、ホットライン体制、365 日オンコール体制で救急患者

の受入を行いました。ホットライン実績としまして 46 件、ｔ-

ＰＡ施行は 3 例ありました。また、脳神経外科手術は 103 件実

施しました。 

 

 

 

 

 

 

 ３ 

  

  



 

 

 

 

 

 

ウ 急性心筋梗塞 

    地域中核病院として、現在の

十分な医療水準、機能を維持し

ながら、運用の効率性を高める

ことにより、さらに機能の拡大

を図る。 

 

 

エ 糖尿病 

糖尿病専門医師の確保を行

い、糖尿病専門治療を行う。ま

た、糖尿病合併症治療について

は、糖尿病専門医師を中心に現

在の人的資源を活用し実施す

る。 

る。また、急性期脳卒

中入院に対するストロ

ー ク ケ ア ユ ニ ッ ト

（SCU）の整備について

積極的に検討する。 

 

ウ 急性心筋梗塞 

２４時間、３６５日

体制で緊急での心臓カ

テーテルによる治療を

行い、地域中核病院と

しての機能を維持す

る。 

 

エ 糖尿病 

糖尿病専門治療を行

なう地域中核医療機関

を目指す。そのために、

初年度として糖尿病専

門医を中心にチーム医

療を展開する糖尿病セ

ンターを立ち上げる。 

 

 

 

 

 

 

ウ 急性心筋梗塞 

循昨年度に引き続き、循環器内科における救急体制は 24時間

365 日オンコール体制が敷かれ、救急患者の診療に対応しまし

た。 

実績としては、心臓カテーテル検査 339 件 ＰＣＩ（経皮的

冠動脈形成術・ステント留置術）146件でした。 

 

  

エ 糖尿病 

糖尿病専門医が確保できたことにより、地域における糖尿病

診療の中核病院として、重度糖尿病・内分泌・代謝疾患の先進

的医療の提供体制を構築し始めました。 

また、栄養指導件数は 1,557 件と前年度比で 690 件の増加と

し、糖尿病教室、教育入院も行いました。 

 

 

第１ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

  １ 医療サービスの向上 

（４）小児・周産期医療の充実 

 

中期目標 

 １ 医療サービスの向上 

（４）小児・周産期医療の充実 

小児周産期医療提供体制の整備は、地域の重要課題であることから、産科スタッフの人員確保に努め、地域周産期医療機関としての医療機能を整備し、安心し

て子供を産み、かつ育てられるよう医療の提供体制を確保すること。 



 

 

中期計画 年度計画 

法人の自己評価 委員会の評価 

評価の判断理由（実施状況等） 評価 評価 評価委員会コメント 

１ 医療サービスの向上 

（４）小児・周産期医療の充実     

産婦人科医師の確保を行い、

地域周産期医療機関としての医

療機能を整備し、ローリスク妊

婦の受け入れを行い、比較的高

度で専門的な医療を提供する。 

また、小児医療体制の充実に

より小児救急の受入強化を図る

とともに、小児医療の基幹病院

と連携した重症・難病小児医療

への対応に努める。 

小児救急の受入強化

を図るとともに、地域周

産期医療機関としての

医療機能の整備を目指

し、産婦人科医師の確保

に努め、小児医療体制の

充実を図る。 

地域  周産期医療については、25年度と同様、関係医療機関等に産

科再開のための指導医の確保の要請等を行ってまいりました

が、社会的な産科医不足等により実現に至っておりません。 

反面 小児医療においては、小児科医師の増員により小児救急二次輪

番病院として休日昼間のほか毎土曜昼間も当直体制を敷き、平

日時間外においても急患対応しました。 

 

 ３ 

 

  

 

第１ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

  １ 医療サービスの向上 

（５）災害時等における対応 

 

中期目標 

 １ 医療サービスの向上 

（５）災害時等における対応 

小山市及び周辺地域の地震、風水害等災害時においては、災害拠点病院を補完する医療機関としての役割を果たすとともに、感染症等公衆衛生上重大な健康被

害が発生し、また発生しようとしている場合には、小山市長の求めに応じ、小山市、関係機関と連携し、迅速かつ適切な対応を取ること。 

 

中期計画 年度計画 

法人の自己評価 委員会の評価 

評価の判断理由（実施状況等） 評価 評価 評価委員会コメント 

１ 医療サービスの向上 

（５）災害時における対応     

災害 拠点病院を補完する医療機関 小山市や自治医科大

学等と連携を密にする

平成 26年度においては、火災訓練のほかに、地震による火災  ３ 

  

  



として、平時より自治医科大学

附属病院をはじめとする栃木県

内の災害拠点病院及び小山市消

防本部等と連携を密にし、災害

発生時には、小山市からの要請

に基づき必要な医療救護活動を

実施するなど災害対策に協力す

る。 

また、新型インフルエンザの

流行など公衆衛生上重大な健康

被害が発生し、また発生しよう

としている場合は、小山市や関

係機関と連携し迅速かつ適切な

対応を取る 

とともに、災害拠点病院

を補完する医療機関と

してD-MATなどの機能整

備に向け検討を進める。 

 

を想定した院内防災訓練を実施しました。 

また、災害拠点病院を補完する医療機関として D-MAT などの

機能整備に向けて引き続き動向を注視し、整備体制の構築を準

備しています。 

 

 

第１ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

  １ 医療サービスの向上 

（６）健診機能の充実 

 

中期目標 

 １ 医療サービスの向上 

（６）健診機能の充実 

疾病予防はもとより、生活習慣病に対する早期発見、早期治療を推進するため、現在の健診体制を拡充し、予防医療の充実に努めること。 

 

中期計画 年度計画 

法人の自己評価 委員会の評価 

評価の判断理由（実施状況等） 評価 評価 評価委員会コメント 

１ 医療サービスの向上 

（６）健診機能の充実     

災害 現在の健診体制を見直し、市民

のニーズに合ったきめ細やかな

検診項目の設定や利便性の向上

に配慮した健診体制を整備する

市民のニーズに合った

健診体制を整備するとと

もに、企業健診や人間ド

ックなどを効率的かつ効

平成 26年は、前年度の受診者増加のための体制づくりを土台

に業務フローを見直し、内臓脂肪測定、動脈硬化検査を人間ド

ックの標準検査としました。併せて、脳心血管病予防に関連し

た動脈硬化・生活習慣病についての積極的な健康講座の開催、

 ４ 

  

  



とともに、企業健診や人間ドッ

クなどを効率的かつ効果的に行

うことにより、予防医療の充実

を図る。 

 

果的に行うための企業へ

の周知活動を行い、予防

医療の充実を図る。 

市民公開講座の開催や営業活動により、人間ドック受診者数は

1.5倍程度増加しました。 

また、顧客満足度調査を全受診者に実施し、食事・受診環境・

職種別接遇などの改善点を抽出し取り組んだ結果、顧客満足度

は常に 90％以上となりました。 

更に、新たなドックの新設として、県内で 2 施設目の「心臓

ドック」を平成 27年 4月開始に向けて準備を推進しました。 

なお、平成 26年度の実績は、人間ドック 798件（前年度比 265

件増）脳ドック 561件（112件増）一般健診・企業健診 762件（46

件増）でした。 

【目標指標】 

指標 
平成 24 年度

実績 

平成 25 年度

実績 

平成 26 年度

計画 

平成 26 年度

実績 

計画との差 

企業健診 516 人 435 人 567 人 529 人 △38 人 

一般健診 210 人 281 人 250 人 233 人 △17 人 

特定・生活機能健診 289 人 243 人 275 人 222 人 △53 人 

人間ドック 516 人 533 人 588 人 798 人 210 人 

腦ドック 372 人 449 人 495 人 561 人 66 人 
 

   

 

第１ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

  １ 医療サービスの向上 

（７）保健・介護・福祉との連携 

 

中期目標 

 １ 医療サービスの向上 

（７）保健・介護・福祉との連携 

住民の健康を増進するため、小山市と協力し、健康講座の開催その他予防医療について住民啓発を推進すること。さらに、小山市や民間の介護・福祉機関との

連携を充実することにより、退院後の患者の在宅や施設生活での安定を図ること。 

 

中期計画 年度計画 

法人の自己評価 委員会の評価 

評価の判断理由（実施状況等） 評価 評価 評価委員会コメント 

１ 医療サービスの向上 



（７）保健・介護・福祉との連携     

災害 住民の健康増進を図るため、予

防医学推進の観点から小山市と

連携し、健康講座の開催等啓発

活動を行うとともに、訪問看護

ステーションや老人保健施設な

ど介護・福祉施設とも情報交換

を行い、連携を密にし、退院後

の患者の在宅や施設生活での安

定を図る。 

住民の健康増進を図

るため、小山市と協力

し、健康講座や予防医学

の講座を開催し、地域に

向けて教育・啓発活動を

推進する。また、訪問看

護・保健施設など介護・

福祉との連携を図り、退

院後の患者の在宅や施

設生活での安定を図る。 

病院単独事業として一般市民を対象にした「新小山市民病院

健康講座」では、「メタボリックシンドローム～内臓脂肪の怖さ

～」「明日から役に立つ食事療法～太らない食べ方～」「明日か

ら役に立つ運動療法～健康体、体と心が若返る～」「認知症とも

の忘れについて」と題して開催しました。 

小山市と共催で行った健康講座「健康をつくる講演会」では、

島田病院長が「島田流 血管年齢の若返りかた」、中野健診セン

ター所長が「減塩で血圧を下げよう！」として講演し、同時に

体組成計測定会や血管年齢測定会、試食会等を行いました。 

また、管内医療機関・介護関係施設等従事者、市町職員、栃

木県看護協会会員（地区支部会員）、在宅医療連絡会議委員等を

対象に、「認知症の早期発見とケアに必要なこと」～もの忘れと

認知症の違いは？認知症を理解し適切な対応を学ぶ～と題し

て、当院の認知症看護認定看護師による講演を行い、140 名の

参加者がありました。認知症看護認定看護師による講演会は、

介護支援専門員を対象にも実施しました。 

第 3 回病院ふれあい祭りは小雨の降る中、1,000 人以上の地

域住民の方のご来場があり、恒例となりました AED や超音波検

査の体験などに参加していただきました。ミニ講演会では、「人

間ドックの重要性」「血管を強くする減塩法」「認知症ともの忘

れについて」「脳卒中予防のお話」をそれぞれ当院の健診センタ

ー所長、管理栄養士、認知症看護認定看護師、脳卒中リハビリ

テーション看護認定看護師が講演しました。 

保健・介護・福祉との連携では、連携する近隣の病院と訪問

看護ステーションの管理者に集まって頂き、意見交換を行い、

入院患者の退院支援に際してのご意見等を色々聞くことがで

き、在宅支援に役立てています。 

患者相談窓口においては、在宅医療を行っている医療機関や

 ３ 

  

  



高齢者サポートセンター、福祉関係や生活保護担当者等と密接

に連絡をとり、相談に来られる患者・ご家族に対応しました。 

 

第１ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

  ２ 医療提供体制の整備 

（１）優秀な医療スタッフの確保 

 

中期目標 

 ２ 医療提供体制の整備 

（１）優秀な医療スタッフの確保 

医療提供体制の安定化を図り、医療水準を向上させるため、優秀な医師、看護師、医療技術職員等の安定的な確保に努めること。特に、地域の周産期医療提供

体制の現状を考え、産科医師の早期確保に努めること。また、地域の看護学校その他これに類する施設等から実習その他の要請があったときは、これらに積極的

に協力するとともに必要な措置を講じるよう努めること。 

中期計画 年度計画 

法人の自己評価 委員会の評価 

評価の判断理由（実施状況等） 評価 評価 評価委員会コメント 

２ 医療提供体制の整備 

（１）優秀な医療スタッフの確保     

ア 医師の確保 

    急性期医療を担う地域中核病

院として、質の高い医療を提供

し、地域医療の水準の維持向上

を図るため、就労環境の向上、

教育研修制度の充実に取り組む

ことに加え、自治医科大学との

連携強化等により人材確保機能

を強化し、優秀な医師の確保に

努める。特に、平成２３年度か

ら休診をしている産婦人科、脳

神経外科、眼科を中心に、安定

的な医療の提供に必要な医師の

確保に努める。 

急性期医療を担う地

域中核病院として、質の

高い医療を提供するた

め、就労環境の向上、教

育研修制度の充実に取

り組む。 

新たな常勤医師は、小

児科、内分泌代謝科、呼

吸器内科の医師を確保

し、医療体制の充実を図

る。更に、自治医科大学

地域医療教育センター

の開設により、内科・総

合診療科を拡充する。 

平成 26年度は、自治医科大学による寄附講座が当病院に設置

され、このことに伴い院内に「地域医療教育センター」を設け、

そこに総合診療科を担う医師 2 名の赴任し、また、4 科で増員

ができたことから前年度に比べ 6 名の医師を増員することがで

きました。 

また、看護師については、近隣の看護師養成学校に積極的に

出向くとともに、就職ガイダンス等への参加、実習生の積極的

な受け入れ等に取り組み、優秀な看護師の確保に努めました。 

さらに、診療情報管理業務、医事課業務の充実を促進するた

め、経験者登用等、人材の確保に努めました。 

 

 ３   



イ 看護師の確保 

    看護師は、患者や家族に接す

る機会が最も多く、急性期医療

を担う地域中核病院として質の

高い医療を提供し、住民に信頼

される病院を目指すために看護

師の果たす役割は非常に大き

い。このことから、より質の高

い看護を提供するために、就労

環境の向上、教育研修制度の充

実、実習生の積極的な受け入れ

等に取り組むことにより、人材

確保機能を強化し、優秀な看護

師の確保に努める。 

ウ 医療技術職等の確保 

病院機能の向上を図る観点か

ら、薬剤師、臨床検査技師、診

療放射線技師、理学療法士、作

業療法士、臨床工学技士等の医

療技術職等の専門職について

も、人材の確保に努める。 

 

更に、医師、看護師、

薬剤師等の優秀な医療

スタッフの確保に努め、

診療体制の拡充を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【目標指標】 

指標 
平成 24 年度

実績 

平成 25 年度

実績 

平成 26 年度

計画 

平成 26 年度

実績 

計画との差 

医師数 35 人 37 人 45 人 43 人 △2 人 

看護師数 204 人 202 人 226 人 218 人 △8 人 
 

   

 



第１ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

  ２ 医療提供体制の整備 

（２）医療職等の専門性・医療技術の向上 

 

中期目標 

 ２ 医療提供体制の整備 

（２）医療職等の専門性・医療技術の向上 

医師、看護師、医療技術職員等の専門性や医療技術を向上させるため、教育研修制度などを充実すること。また、専門資格取得や研究等に対する支援制度を充

実すること。 

中期計画 年度計画 

法人の自己評価 委員会の評価 

評価の判断理由（実施状況等） 評価 評価 評価委員会コメント 

２ 医療提供体制の整備 

（２）医療職等の専門性・医療技術の向上     

医療職等の専門性・医療技術

を向上させ、より質の高い医療

を提供するため、専門医や認定

医、研修指導医、専門看護師、

認定看護師等の資格取得に励む

とともに、臨床研修プログラム

の充実を図ることにより、研修

医にとって魅力ある教育研修機

関として、その積極的な受け入

れに努める。また、薬剤師、臨

床検査技師、診療放射線技師、

理学療法士、作業療法士、臨床

工学技士等の医療技術職等につ

いても専門性の向上に向けた教

育研修制度の充実を図る。 

また、長期・短期研修や資格取

得等に対する支援制度を構築す

るなど医療職等が積極的に資格

取得に取り組める環境づくりを

専門性・医療技術を向

上させるため、専門医や

認定医、研修指導医、専

門看護師、認定看護師等

の資格取得に励む。また、

教育研修制度及び施策取

得等に対する支援制度の

充実を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

認定看護師資格取得に関する長期研修に看護師を参加させる

とともに、薬剤部門をはじめとして医療技術部の各部門におい

ては、自治医科大学その他の関係機関で開催された研修等に積

極的に参加し、医療技術の向上に努めました。 

また、地域における医療人の育成、地域医療の向上、研修医

にとって魅力ある教育研修機関となると認められる地域医療教

育センターとして、4 月から「自治医科大学地域医療教育セン

ター」が院内に開設され、学生教育と併せて総合診療科を担う

医師 2 名が赴任し、その教育と普及が図られました。新病院開

設と同時に再開予定の産科に従事する助産師のさらなるスキル

アップを図るため、助産師出向支援モデル事業の出向元施設と

して登録し、その事業への参画準備を進めました。 
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進める。 

【目標指標】 

指標 
平成 24 年度

実績 

平成 25 年度

実績 

平成 26 年度

計画 

平成 26 年度

実績 

計画との差 

専門医数 48人 38人 47人 32人 △15人 

認定医数 77人 55人 67人 65人 △2人 

指導医数 8人 10人 10人 14人 4人 

認定看護管理者 1人 1人 2人 2人 0人 

専門看護師数 0人 0人 0人 0人 0人 

認定看護師数 6人 8人 8人 8人 0人 
 

   

 

第１ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

  ３ 患者・住民サービスの向上 

（１）患者中心の医療 

 

中期目標 

３ 患者・住民サービスの向上 

（１）患者中心の医療 

常に患者の視点に立ち、患者の権利を尊重した患者中心の医療を実践し、インフォームド・コンセント（患者自らが受ける医療の内容に納得し、自分に合った

治療法を選択できるよう、患者へのわかりやすい説明を行った上で、同意を得ること。）を徹底すること。 

 

中期計画 年度計画 

法人の自己評価 委員会の評価 

評価の判断理由（実施状況等） 評価 評価 評価委員会コメント 

３ 患者・住民サービスの向上 

（１）患者中心の医療     

医療の中心は患者であるとい

う認識のもと、患者とその家族

が自ら受ける治療の内容を納得

し、治療及び検査の選択につい

てその意思を尊重するため、イ

ンフォームド・コンセントを徹

底するとともに、診察や治療に

患者、家族の意思を尊

重した治療及び、検査が

選択できるよう、インフ

ォームド.コンセントを

徹底する。また、医療、

介護、福祉に関して相談

できる医療連携相談機能

の充実を図る。 

インフォームド・コンセントの実施については、説明資料の

見直し等を行い、また薬剤師による病棟服薬指導、栄養管理指

導が必要な患者さんにはＮＳＴが積極的に介入し適切な栄養管

理指導を行うなど、それぞれの専門分野において、患者さんの

立場にたち、よりわかりやすい説明に努めました。 

また、昨年から設置された患者相談窓口は、患者さんの心理

的負担の軽減を図るとともに、インフォームド・コンセントの
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対する疑問や不安を気軽に相談

できるよう医療相談の機能の充

実を図る。 

また、医療を自由に選択する

患者の権利を守るため、他院及

び自院の患者やその家族が、治

療法等の判断にあたり主治医と

は別の医師の意見を求めたと

き、適切にセカンドオピニオン

を提供できる体制を強化する。  

充実に努めました。 

 

第１ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

  ３ 患者・住民サービスの向上 

（２）利便性及び快適性の向上 

 

中期目標 

３ 患者・住民サービスの向上 

（２）利便性及び快適性の向上 

外来診療の待ち時間、検査・手術待ちの改善等に取り組み、患者の利便性向上に努めること。また、患者や来院者により快適な環境を提供するため、利便性や

プライバシー確保に配慮した院内環境の整備に取り組むこと。 

 

中期計画 年度計画 

法人の自己評価 委員会の評価 

評価の判断理由（実施状況等） 評価 評価 評価委員会コメント 

３ 患者・住民サービスの向上 

（２）利便性及び快適性の向上     

 業務の改善等を通じて、診察

や検査等の待ち時間の短縮を図

る。また、施設面においては、

患者や来院者により快適な環境

を提供するため、院内清掃の徹

底や病室、待合室及びトイレな

どの施設の改修を必要に応じて

実施するともに、患者のプライ

バシーに配慮した院内環境の整

業就業時間等の改善

を通じて、検査施行日時

の拡大を図り患者の利便

を高め、移設を考えた施

設面の改修を行い、快適

な院内環境の提供を進め

る。 

25年度から実施した早朝採血が着実に周知されてきており、

外来診療での有効的時間活用が図られました。 

また、駐車場については毎年駐車スペースを新たに確保して

おりますが、職員の増加等により新たな確保が追い付けない状

況のため、27年の利用終了まで知恵をしぼり利便性を図ってま

いります。 

会計部門では、現金のほか、カード決済・電子マネー決済を
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備を進める。 会計窓口及び健診センターで行えるようにし、利便性を図って

います。 

また、新病院での透析 20床運用を見据えて、5月より透析患

者送迎サービスを月・水・金の週 3日、10月からは月～土まで

の週 6 日開始し、患者の利便性向上及び患者確保の観点から順

調に進んでいます。 

 

 

 

第１ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

  ３ 患者・住民サービスの向上 

（３）患者満足度の向上 

 

中期目標 

３ 患者・住民サービスの向上 

（３）患者満足度の向上 

職員全員が患者のニーズを的確にとらえ、患者サービスを向上させることにより、患者満足度を向上させること。 

 

中期計画 年度計画 

法人の自己評価 委員会の評価 

評価の判断理由（実施状況等） 評価 評価 評価委員会コメント 

３ 患者・住民サービスの向上 

（３）患者満足度の向上     

患者のニーズを的確に把握

し、患者サービスの向上に反映

させるため、患者満足度調査を

定期的に実施する。 

 

患者のニーズを的確に

把握し、患者サービスの

向上に反映させるため、

患者満足度調査を定期的

に実施する。 

 

入院患者には全員、外来患者には年 1 回 2 日にわたって、患

者満足度調査を実施しており、26年度は、入院患者満足度調査

の回答率は 50％で、医師・看護師・技師・事務職員等の人的サ

ービスについては、「満足」「ほぼ満足」を合わせると 90％を超

えています。 

一方、外来患者満足度調査の回収率は 38.8％で、医師、看護

師、事務職員からの説明や、待ち時間および駐車場などについ

ての回答がありました。待ち時間については、前回より改善さ

れていることや、駐車場については、平成 25年度よりスムーズ
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に駐車できたという回答が増えております。 

これらの調査結果については、全職員に公表し、その結果を

もとに、医師・看護師等関係職種が毎月話し合いを持ち、改善

に努めています。なお、平成 26年度の結果は、総合受付隣のラ

ウンジに掲載し、患者さんや来院者に公表しています。 

【目標指標】 

指標 
平成 24 年度

実績 

平成 25 年度

実績 

平成 26 年度

計画 

平成 26 年度

実績 

計画との差 

患者満足度 

85.8％ 88.5％ 

「満足」と

「ほぼ満足」

を足した割

合が 70％以

上かつ「満

足」の割合が

60%以上 

「満足」と

「ほぼ満足」

を足した割

合が 89.3％

かつ「満足」

の割合が

42.0% 

「満足」と

「ほぼ満足」

を足した割

合 19.3％ 

「満足」の割

合が△

18.0％ 
 

   

 

第１ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

  ３ 患者・住民サービスの向上 

（４）職員の接遇向上 

 

中期目標 

３ 患者・住民サービスの向上 

（４）職員の接遇向上 

患者サービス、患者満足度の向上を図るため、職員一人ひとりが接遇の重要性を認識し、接遇の向上に努めること。 

 

中期計画 年度計画 

法人の自己評価 委員会の評価 

評価の判断理由（実施状況等） 評価 評価 評価委員会コメント 

３ 患者・住民サービスの向上 

（４）職員の接遇向上     

患者に選ばれ、患者が満足す

る病院であるため、職員一人ひ

とりが患者やその家族の立場に

立った接遇に心がける。そのた

全職員を対象とする実

践的な接遇研修等を実施

し、病院全体の接遇の向

上を図る。また、病院職

平成 26 年度は、「優しさと思いやり」をテーマとして、各部

署で接遇目標を設定し、接遇の向上に努めました。 

また、各部署から出された目標や患者満足度調査の結果から、

毎月の接遇目標を設定し、デジタルサイネージや患者サービス
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め、全職員を対象とする実践的

な接遇研修等を実施し、病院全

体の接遇の向上を図る。また、

病院職員だけでなく委託職員等

病院で働くすべてのスタッフの

接遇向上に努める。 

 

 

 

員だけでなく委託職員等

病院で働くすべてのスタ

ッフの接遇向上に努め

る。 

 

向上委員会だよりを用いて院内の広報活動を行いました。さら

に、接遇リーダーを各部署から 2～3名選出し、接遇の役割モデ

ルとなり院内・月間・各部署の接遇目標を達成するために活動

しました。 

また、個人の目標は、キャッチコピーを名札に提示し、日々

接遇の改善に取り組みました。 

あいさつ運動は、平成 25年度は一年間で 2週間ずつ 4回の実

施でしたが、平成 26年度は、毎朝 2名ずつ毎日実施しほぼ全職

員が参加しました。 

接遇研修には、外部講師よる「患者さんの心理を考える」と

いうテーマで 131名が出席しました。 

【目標指標】 

指標 
平成 24 年度

実績 

平成 25 年度

実績 

平成 26 年度

計画 

平成 26 年度

実績 

計画との差 

全職員対象接遇研

修実施回数 1回 
年 1回（176

名参加) 

年 1回（職員

150名以上の

参加） 

年 1回（131

名参加) 
0回 

 

   

第１ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

  ３ 患者・住民サービスの向上 

（５）ボランティア制度の活用 

 

中期目標 

３ 患者・住民サービスの向上 

（５）ボランティア制度の活用 

ボランティア制度の活用を図り、ボランティアを行うものと連携し、住民や患者の視点に立ったサービスの向上に努めること。 

 

中期計画 年度計画 

法人の自己評価 委員会の評価 

評価の判断理由（実施状況等） 評価 評価 評価委員会コメント 

３ 患者・住民サービスの向上 

（４）ボランティア制度の活用     

患者やその家族、住民等の目

線に立ったサービスの向上を図

受入れを進めるために

ホームページや市の広報

25人を目標としましたが、22人の登録となりました。患者と

直接接する場面が多いことから、感染症の基礎知識についての

 ３ 

  

  



るため、ボランティアを積極的

に受け入れ、職員と互いに連携

を取りながらより細やかな取組

に努める。また、医療通訳ボラ

ンティアの受け入れを進め、そ

の育成に努める。 

 

誌を活用する。 

また、患者の声をひろ

い上げる取組みに努め

る。 

 

 

講習やボランティアとして出来る範囲内で細やかな取組を挨拶

運動とともに行いました。 

【目標指標】 

指標 
平成 24 年度

実績 

平成 25 年度

実績 

平成 26 年度

計画 

平成 26 年度

実績 

計画との差 

ボランティア登録

人数 
18人 21人 25人 22人 △3人 

 

   

 

 

第１ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

  ４ 地域医療連携の強化 

（１）地域医療機関との連携 

 

中期目標 

４ 地域医療連携の強化 

（１）地域医療機関との連携 

地域の中核病院としての役割を果たすため、地域の医療機関との機能分担と連携を強化し、病病連携・病診連携を推進すること。また、医師会等と協力し、紹

介された患者の受入と患者に適した医療機関への逆紹介を進めることにより、紹介率及び逆紹介率の向上を図り、地域医療支援病院の承認を受けること。 

 

中期計画 年度計画 

法人の自己評価 委員会の評価 

評価の判断理由（実施状況等） 評価 評価 評価委員会コメント 

４ 地域医療連携の強化 

（１）地域医療機関との連携     

急性期医療を担う地域中核病

院としての使命と役割を果たす

ため、地域の医療機関との機能

分担と連携の強化に取り組み、

地域医療支援病院を目

指し役割を果たすため、

地域の医療機関との機能

分担と連携の強化に取り

地域完結型医療を目指し、紹介・逆紹介の増加に取り組み、

紹介率・逆紹介率はどちらも目標値を上回り、地域医療支援病

院の承認要件を満たすことができました。 

医療連携協力施設は 3 月末までに 194 施設、医療機関情報カ
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地域医療連携クリニカルパスの

拡充等により地域医療連携の充

実に努める。 

また、小山地区医師会等の協

力のもと、専門的医療の必要の

ある紹介患者や救急搬送患者の

受け入れを積極的に行うととも

に、症状の安定した患者は、診

療所等の適した地域の医療機関

へ逆紹介を進めることにより、

紹介率及び逆紹介率の向上を図

り、地域医療支援病院の承認を

目指す。 

 

組む。地域医療連携パス

の拡充、患者紹介率及び

逆紹介率の向上を図る。 

ードは 103 医療機関に増え、かかりつけ医や逆紹介先を探す時

に役立てています。また、緊急の患者紹介については、開業医

の先生方から医療連携室を通して積極的に受け入れています。 

在宅療養を受けている患者さんについては、在宅療養後方支

援病院の施設基準をとり、入院希望の登録患者については緊急

時断らず受け入れており、在宅医療を行っている医療機関と密

接に連携をとり対応しています。 

近隣 13 病院が参加している「小山市近郊地域医療連携協議

会」は昨年度も 4 回会合を開き、行政から介護保険担当者や地

域包括支援センター職員を招いて、現状や課題についての報告

をいただき、グループワークを行いました。 

【目標指標】 

指標 
平成 24 年度

実績 

平成 25 年度

実績 

平成 26 年度

計画 

平成 26 年度

実績 

計画との差 

紹介率 40.7％ 40.8％ 65.0％ 68.1％ 3.1％ 

逆紹介率 43.3％ 56.1％ 50.0％ 67.4％ 17.4％ 

地域連携クリニカ

ルパス実施件数

（脳卒中） 

（大腿骨） 

 

59件 

38件 

 

75件 

50件 

 

60件 

50件 

 

54件 

53件 

 

△6件 

3件 

連携協力医療機関

数（年間紹介件数

５件以上） 

134件 154件 170件 156件 △14件 

 

   

 

第１ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

  ４ 地域医療連携の強化 

（２）地域医療への貢献 

 

中期目標 ４ 地域医療連携の強化 



（２）地域医療への貢献 

地域の医療機関等の医療従事者を対象とした研修会や合同症例検討会等を開催するなど、地域医療の水準向上及び医療機関間の連携体制の強化を図ること。 

 

中期計画 年度計画 

法人の自己評価 委員会の評価 

評価の判断理由（実施状況等） 評価 評価 評価委員会コメント 

４ 地域医療連携の強化 

（２）地域医療への貢献     

オープンカンファレンスの開

催、地域の医療従事者を対象と

した各種研修会への講師派遣等

を通じて、顔の見える連携の推

進に取り組む。 

また、小山地区医師会等関係

機関と協力し、患者にとっての

ケアの連続性を重視した医療の

提供を行うことで、地域医療に

貢献することを目指す。 

 

公開講座の開催、地域

の医療従事者を対象と

した各種研修会への講

師派遣等を通じて、地域

医療連携の推進に取り

組む。 

また、小山地区医師会

など関係医療機関と協

力し、患者にとってのケ

アの連続性を重視した

医療の提供を行なうこ

とで、地域医療に貢献す

ることを目指す。 

小山地区医師会と共催で行っている「小山市の地域完結型医

療を育てる会」は、26 年度も 12 回開催し、当院医師が積極的

に講演を行いました。他にも地域の先生方や看護師、コメディ

カルを対象に講演会を開催したり、講師を派遣したりしました。

当院には、認知症看護や緩和ケア等、様々な分野の認定看護師

おり、積極的に講演会の講師を受けています。また、開業医の

先生方と気楽に症例検討ができる「ポットラックカンファレン

ス」を、8月より隔月で実施しました。 

 

 ４ 

  

  

【目標指標】 

指標 
平成 24 年度

実績 

平成 25 年度

実績 

平成 26 年度

計画 

平成 26 年度

実績 

計画との差 

オープンカンファ

レンス開催回数・

研修会等派遣回数 

2回 15回 12回 42回 30回 

 

   

 

第１ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

  ４ 地域医療連携の強化 

（３）積極的な情報発信 



 

中期目標 

４ 地域医療連携の強化 

（３）積極的な情報発信 

市民病院の診療内容や地域医療機関との連携などについて、ホームページや病院広報などを活用し、住民や患者、地域の医療機関に対してわかりやすい情報の

提供に努めるとともに、積極的な啓発活動を行うこと。 

 

中期計画 年度計画 

法人の自己評価 委員会の評価 

評価の判断理由（実施状況等） 評価 評価 評価委員会コメント 

４ 地域医療連携の強化 

（３）積極的な情報発信     

各診療科の特色や代表的な疾

患の治療方針をはじめ市民病院

の取組み及び地域医療機関との

連携等について、広報誌やホー

ムページ等の充実により分かり

やすく発信するとともに、小山

市と連携し保健医療情報の発信

及びかかりつけ医の必要性等に

ついて啓発に取り組む。 

広報誌やホームペー

ジ等の更なる充実を図

り、病院の特色や取組状

況についてよりわかり

やすく積極的に情報を

発信し、また、小山  

市や小山地区医師会と

連携し啓発活動に取り

組む。 

特に医師会との連携

においては「連携医療機

関情報カード」の登録推

進を図る。 

小山市の全世帯に向けて「新小山市民病院だより」を年 4回、

小山市および近隣市町の地域医療機関に向けて「新小山市民病

院ニュースレター」、院内来院者に向けて「わかぎ」の内容の充

実を図り、配布を行いました。 

また、当病院公式ホームページは、一般の方をはじめ、医療

関係者や求職者等によりわかりやすく充実した情報を提供でき

るよう、表示方法や掲載内容を見直し、より早く新しい情報を

正確に伝えるよう工夫しています。 

さらに、昨年より開設した当病院公式 Facebookページは、ホ

ームページとの棲み分けを図り、建設事業や院内での取組みを

写真とともにタイムリーに提供し、当病院をより身近に、より

詳しく知って頂けるよう努めております。 

平成 26年度は、当院主催による「新市民病院健康講座」の開

催や、新市民病院まつりでの「ミニ講演会」や、さらに小山市

と共催による「健康をつくる講演会」においては、小山市文化

センター大ホールを貸切り大盛況となりました。 

 

 ３ 

  

  

 

第１ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

  ５ 信頼性の確保 



（１）医療安全対策等の徹底 

 

中期目標 

５ 信頼性の確保 

（１）医療安全対策等の徹底 

住民及び患者に信頼される質の高い医療を提供するため、院内感染防止対策を確実に実施するとともに、医療事故につながる恐れのある事象や医療事故の情報

収集と分析を行い、医療事故の予防及び再発防止に取り組むなど医療安全対策を徹底すること。 

 

中期計画 年度計画 

法人の自己評価 委員会の評価 

評価の判断理由（実施状況等） 評価 評価 評価委員会コメント 

５ 信頼性の確保 

（１）医療安全対策等の徹底     

患者及び職員の安全を確保す

るため万全な対応ができるよう

に、医療安全に関する情報の収

集や分析を行い、医療安全対策

の徹底に努める。 

また、インフルエンザやＭＲ

ＳＡ等の各種感染症に対する予

防に関し万全の体制を構築し、

感染源や感染経路に応じた対応

策を講じるなど院内感染の防止

に努める。 

患者及び職員の安全を

確保するため、医療安全

対策の徹底、院内感染の

防止に努める。 

毎月、医療安全対策委員会を開催し、インシデント・アクシ

デント事例をもとに原因を追究し、システムなどの変更や職員

への周知方法などを改善してきました。患者からのクレームな

どに対しては、長期にわたり解決できないと予測される場合は、

速やかに顧問弁護士と相談し対応しました。 

平成 26年度のアクシデントは 6件で、医療事故・過誤として

大きな問題になる事例はありませんでしたが、レベルが低くて

も重大な事例も多くあり、その一つに MRI 室に持ち込み禁止物

を入れ、幸いにも患者には影響はありませんでしたが数日 MRI

検査が実施できない状況がありました。 

インシデント・アクシデントの報告は昨年に比べ、152 件減

の 1,086 件ありました。看護部以外ではコメディカル部門の意

識も少しずつ高まっており、放射線部門からはヒヤリハット報

告が増加しました。アクシデントになる可能性のある転倒・転

落については、転倒率 2.4 と全国平均並みです。離床センサー

マットを 4台購入し予防対策に活用しました。 

患者からの不満については、患者サポート体制をとり、患者

サービス向上委員会とともに協同し、多くの不満はクレームに

 

  

  



なる前に対応しています。 

院内感染対策としては、厚生労働省 JANIS 事業に参加し、他

医療機関の情報の入手及び感染率の比較検討を行っています。

SSI 部門では、全国 204 施設が参加し、当院の胆のう手術（腹

腔鏡下含む）の SSI発生率は 3.0%、全国平均は 3.3%でした。 

また、検査部門では 745施設が参加し、検体提出について 100

床当たりの全国平均は 1,362 件ですが、当院は 1,584 件で積極

的に診断治療のために役立てました。 

院内感染対策上必要な特定耐性菌の分離菌である MRSA の検

出状況は、3.45%であり、全体の 7.48%の結果からは 1/2以下の

検出状況でした。その他 MDRP・ VRE・ PRSP 等の分離菌の検出

はなく、薬剤耐性菌は、院内感染対策上重要であるため、院内

外のデータを収集し分析を行い、院内感染対策に役立てました。 

 

【目標指標】 

指標 
平成 24 年度

実績 

平成 25 年度

実績 

平成 26 年度

計画 

平成 26 年度

実績 

計画との差 

ヒヤリハット報告

数 
939件 1,238件 1,000件 1,086件 86件 

 

   

 

 

第１ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

  ５ 信頼性の確保 

（２）外部評価の活用 

 

中期目標 

５ 信頼性の確保 

（２）外部評価の活用 

医療機関としての機能を、専門的かつ学術的に第三者の観点から評価する病院機能評価等の外部評価を活用することにより、常に業務改善に取り組み、医療機

能の充実、向上を図ること。 

 

中期計画 年度計画 法人の自己評価 委員会の評価 



評価の判断理由（実施状況等） 評価 評価 評価委員会コメント 

５ 信頼性の確保 

（２）外部評価の活用     

第三者による専門的かつ学術

的見地に基づき医療の質の維持

向上を図る観点から、財団法人

日本医療機能評価機構による病

院機能評価の認定を目指す。な

お、現施設において病院機能評

価の認定を受けるには、ハード

面の整備に投資が必要となるこ

とから、新病院移転後速やかに

認定を目指すこととし、それま

での間、組織体制の強化、目標

管理体制構築等ソフト面におい

て必要な準備を進めることとす

る。 

財団法人日本医療機能

評価機構による病院機能

評価の年度内受審を目指

し、調査研究を進めＰＤ

ＣＡによる業務改善を図

り、医療の維持向上を図

る。 

平成27年5月に病院機能評価受審を目標に病院機能評価受審

プロジェクトを設置し、88項目からなる評価項目ごとにグルー

プを設置し、グループ毎の討議、書面審査、自己調査および自

己評価を行い、2 月には最終的な確認のためにサーベイヤーに

よる予備審査を行いました。 

 ３ 

  

  

 

第１ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

  ５ 信頼性の確保 

（３）法令・行動規範の遵守 

 

 

中期目標 

５ 信頼性の確保 

（３）法令・行動規範の遵守 

市民病院として公的な使命を適切に果たすため、医療法をはじめとする関係法令を遵守することはもとより、行動規範と職業倫理を確立し、実践することによ

り適正な業務運営を行うこと。特に、すべての職員に個人情報を保護することの重要性を認識させ、その管理を徹底させること。 

 

中期計画 年度計画 

法人の自己評価 委員会の評価 

評価の判断理由（実施状況等） 評価 評価 評価委員会コメント 

５ 信頼性の確保 

（３）法令・行動規範の遵守     



公的な医療機関としての使命

を適切に果たすため、医療法を

はじめとする関係法令を遵守す

ることはもとより、内部規定の

策定、倫理委員会等によるチェ

ック等を通じて、役職員の行動

規範と医療倫理を確立する。 

公的な医療機関として

の使命を適切に果たすた

め、医療法をはじめとす

る関係法令を遵守するこ

とはもとより、内部規定

の策定及び検証、、倫理委

員会等によるチェック等

を通じて、役職員の行動

規範と医療倫理を確立す

る。 

医療法をはじめとする関係法令を遵守するとともに、内部規

定の整備を進めました。 

 ３ 

  

  

 

第１ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

  ５ 信頼性の確保 

（４）情報の開示 

 

中期目標 

５ 信頼性の確保 

（４）情報の開示 

カルテ（診療録）等の個人情報の保護並びに患者及びその家族への情報開示に関しては、本市条例等を例として適切に対応すること。 

 

中期計画 年度計画 

法人の自己評価 委員会の評価 

評価の判断理由（実施状況等） 評価 評価 評価委員会コメント 

５ 信頼性の確保 

（４）情報の開示     

個人情報の保護及び情報の開

示については、小山市の関係条

例を例としながら、法人独自の

基準等を整備し、適切に対応す

る。 

個人情報の保護及び情

報の開示については、小

山市の関係条例を例とし

ながら、法人独自の基準

等を整備し、適切に対応

する。 

個人情報の保護及び情報の開示については、小山市の関係条

例を例としかつ新小山市民病院個人情報保護指針に基づき、適

切に対応しています。 

カルテ開示等については、迅速かつ的確に対応しており、平

成 26年度は 27件の開示請求がありました。 

また、個人情報の開示に関する不服については、院内の個人

情報保護管理委員会を開催し、顧問弁護士等の助言を得ながら

対応しています。 

 ３ 

  

  

第２ 業務運営の改善及び効率化に関する事項 



１ 業務運営体制の構築 

(1) 組織と運営管理体制の確立 

 

中期目標 

 １ 業務運営体制の構築 

(1) 組織と運営管理体制の確立 

地方独立行政法人として自律性、機動性、柔軟性及び効率性の高い病院運営を行えるよう、組織体制を整備するとともに、中期目標、中期計画及び年度 

計画を着実に達成できる運営管理体制を構築すること。 

 

中期計画 年度計画 

法人の自己評価 委員会の評価 

評価の判断理由（実施状況等） 評価 評価 評価委員会コメント 

１ 業務運営体制の構築 

(1) 組織と運営管理体制の確立     

地方独立行政法人としての業

務運営が的確に行えるよう、理

事長及び理事で構成する理事会

のほか病院組織の体制を整備

し、運営管理体制を確立する。 

また、中期計画及び年度計画

の着実な達成に向けては、部門

ごとの経営分析や計画の進捗状

況の定期的な把握等を行い、継

続的な改善のもとで業務運営を

行う。 

地方独立行政法人と

しての業務運営が的確

に行える運営管理体制

を確立し、中期計画及

び年度計画の着実な達

成に向け、経営分析や

計画の進捗状況の定期

的な把握を行い、継続

的な改善を図る。 

経営改革推進本部の下部組織として病院経営企画室を設置

し、地域医療連携部を患者支援センターに名称変更するととも

に、入退院支援室を創設、医療技術部に眼科部門を創設、新た

な部として地域医療教育センターを創設するなどにより、より

実践的な病院経営、円滑な業務運営を図りました。 

また、昨年度に引き続き、各部等において定期的又は必要に

応じて会議等を開催し、計画の進捗状況、経営の方向性等につ

いて協議しました。 

 

 ３ 

  

  

第２ 業務運営の改善及び効率化に関する事項 

１ 業務運営体制の構築 

(２) 事務経営部門の強化 

 

中期目標 

 １ 業務運営体制の構築 

(２)  事務経営部門の強化 

経営企画機能を強化するとともに、経営効率の高い業務執行体制を構築すること。また、より戦略的な病院経営を行う上で必要となる医療経営、医療事務に

かかる専門知識を有する人材の確保や育成に努めること。 

 

 

中期計画 年度計画 法人の自己評価 委員会の評価 



評価の判断理由（実施状況等） 評価 評価 評価委員会コメント 

１ 業務運営体制の構築 

(２)  事務経営部門の強化     

病院経営に関する知識・経験

を有する人材の民間等からの採

用や医療の専門知識を有する医

療技術職の事務部門への配置等

弾力的な人事管理を行い、必要

に応じて医療経営コンサルタン

ト等も活用しながら、診療報酬

改定等の医療環境の変化や患者

の動向等を迅速かつ的確に把

握・分析し、効果的な経営戦略

を企画立案できる事務経営部門

を確立する。 

民間からの人材登用

や弾力的な人事配置

等、また、各種の研修

会、講習会等への参加、

独自の学習会、勉強会

等を開催することなど

により、病院経営をリ

ードできる事務経営部

門の確立の具現化を図

る。 

医事課業務の充実を図るため、委託の業務の縮小、経験者の

職員採用を行い、更に適正な診療情報管理を進めるため、診療

情報管理士、医師事務作業補助者の採用に努めました。 

また、昨年同様に、個人情報の保護に関することをはじめと

して、様々なものに適切な対応が図れるよう、コンサルタント

等による講習会等を開催しました。 

 

 

 ３ 

  

  

 

第２ 業務運営の改善及び効率化に関する事項 

１ 業務運営体制の構築 

(３) 事務経営部門職員の計画的採用 

 

中期目標 

 １ 業務運営体制の構築 

(３)  事務経営部門職員の計画的採用 

地方独立行政法人移行時の業務への支障を防ぐ観点から、３年を限度として市職員を派遣することとするが、医療に関する専門的知識と経営感覚をもった人

材の確保と育成が必要であることから、法人固有の事務職員を計画的に採用するなど必要な措置を講じること。 

 

中期計画 年度計画 

法人の自己評価 委員会の評価 

評価の判断理由（実施状況等） 評価 評価 評価委員会コメント 

１ 業務運営体制の構築 

(３)  事務経営部門職員の計画的採用     

小山市からの派遣職員との引

継ぎを円滑に進めながら、医療

に関する専門的知識、経営感覚

のある者を発掘し、又は招聘し、

小山市からの派遣職

員との引継ぎを円滑に

進めながら、医療に関

する専門的知識、経営

昨年度と同様に、小山市からの派遣職員の帰任計画を踏まえ

ながら、事務部門職員採用の基準を定め、医事課部門の強化を

図るなど計画的に法人固有の職員を採用しました。 
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法人固有の職員として計画的に

採用していく。 

感覚のある者を発掘

し、又は招聘し、法人

固有の職員として計画

的に採用していく。 

 

第２ 業務運営の改善及び効率化に関する事項 

２ 魅力ある病院づくり 

(１) 意欲を引き出す人事給与制度の構築 

 

中期目標 

 ２ 魅力ある病院づくり 

(１)  意欲を引き出す人事給与制度の構築 

職員の業績、職務能力、職責等を適正に評価し、職員の意欲を引き出す人事給与制度を構築すること。 

 

中期計画 年度計画 

法人の自己評価 委員会の評価 

評価の判断理由（実施状況等） 評価 評価 評価委員会コメント 

２ 魅力ある病院づくり 

(１)  意欲を引き出す人事給与制度の構築     

評価と昇任・昇格を連動させ

るなど、年齢や勤続年数にとら

われない人事評価制度を確立す

るとともに、業績に応じた手当

や取得した専門資格に対する手

当を職員に支給することにより

モチベーションを高め努力が報

われるような制度を確立する。 

職員のモチベーショ

ンの向上を図るため、

職員の努力や成果を適

正に評価できる人事評

価制度を導入する。 

職員の資質の向上、人材の育成、結果としての公平な分配に

資するため、医師を含めた人事評価制度の整備を図り、コンサ

ルタントの支援を受けながら、そのトライアルとして医師を除

く職員の人事評価を実施し、協議を重ねながら、完成度の高い

制度の構築を目指しています。平成 28年 4月の本格実施を目標

に、医師を含めた職員全体の人事評価制度を整備していきます。 

また、労働組合と協議をする等により、リアルタイムな手当

等の整備を図っていきます。 
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第２ 業務運営の改善及び効率化に関する事項 

２ 魅力ある病院づくり 

(２) 職員満足度の向上 

 

中期目標 

 ２ 魅力ある病院づくり 

(２)  職員満足度の向上 

職員の意見が反映される仕組みを構築するなど、病院で働くすべての職員のやりがいと満足度の向上に努めること。また、診療周辺業務の負担を軽減するた



め、各職種の業務を明確にし、適切な役割分担を図ること。 

 

中期計画 年度計画 

法人の自己評価 委員会の評価 

評価の判断理由（実施状況等） 評価 評価 評価委員会コメント 

２ 魅力ある病院づくり 

(２)  職員満足度の向上     

公的な病院に求められる使命

や成果を十分に感じられる職場

風土を醸成し、自らの専門性を

最大限発揮することによってや

りがいが持てる職場を実現する

よう努める。医療従事者がそれ

ぞれの専門性を発揮できるよ

う、常に職務内容の改善や創意

工夫に努める。 

公的な病院に求めら

れる使命や成果を十分

に感じられる職場風土

を醸成し、自らの専門

性を最大限発揮するこ

とによってやりがいが

持てる職場を実現する

よう努める。医療従事

者がそれぞれの専門性

を発揮できるよう、常

に職務内容の改善や創

意工夫に努める。 

組織の活性度は、職員の意欲と職員満足により測れると認め

られることから、昨年同様に、61の項目からなる「職員満足度

調査」を実施しました。併せて「独法化されたことによって良

かったこと」、「その他、自由意見」を求め、それらの結果をも

とに職員の現状を把握するとともに、職員満足度向上の具体的

な施策を検討しています。 
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【目標指標】 

指標 
平成 24 年度

実績 

平成 25 年度

実績 

平成 26 年度

計画 

平成 26 年度

実績 

計画との差 

職員満足度 未実施 年 1回 年 1回 年 1回 0回 
 

   

 

第２ 業務運営の改善及び効率化に関する事項 

２ 魅力ある病院づくり 

(３) 働きやすい職場環境の整備 

 

 

中期目標 

 ２ 魅力ある病院づくり 

(３)  働きやすい職場環境の整備 

職員のワークライフバランスや職場の安全確保、コミュニケーションの活性化などを通じて、職場環境の改善を図り、働きやすい病院づくりに努めること。 

また、院内保育の整備や短時間勤務制度の充実など、育児と仕事の両立を支援し、安心して働ける仕組みを整備すること。 

 



 

中期計画 年度計画 

法人の自己評価 委員会の評価 

評価の判断理由（実施状況等） 評価 評価 評価委員会コメント 

２ 魅力ある病院づくり 

(３)  働きやすい職場環境の整備     

医療クラークや看護補助者の

拡充などにより各職種及び各職

員の役割を適切に分担すること

で職員の負担軽減に努めるほ

か、勤務体系の見直しや休暇取

得率の向上に取り組み、仕事と

生活の調和が図られた職場環境

を築く。 

    また、特に女性医師や看護師

の確保の観点から、短時間勤務

制度の充実や院内保育の整備な

ど子育て中の職員が働きやすい

環境整備に努める。 

 

職員の適正配置、勤

務形態の見直し等によ

り、仕事と生活の調和

がとれた職場環境を築

く。 

 また、短時間勤務制度

のさらなる周知や院内

保育所の開所日の増

加、開所時間の延長を

することにより、それ

らの拡充を図る。 

土曜日及び日曜日の開園、夜勤対応の 24時間開園日の設置な

ど、院内保育所の運営を拡大し、女性医師や看護師確保、また、

働き易い職場の整備を進めました。    

また、看護師就職説明会などにおいて、短時間勤務制度、正

規職員短時間勤務制度の周知拡大を図りました。 今後も、初心

に戻ったコンプライアンスの研修会等を開催することなどによ

り、さらなる良好な職場環境の整備を図っていきます。 
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【目標指標】 

指標 
平成 24 年度

実績 

平成 25 年度

実績 

平成 26 年度

計画 

平成 26 年度

実績 

計画との差 

短時間勤務制度医

師 
0人 0人 3人 0人 △3 人 

短時間勤務制度館

年 
0人 1人 5人 1人 △4 人 

 

   

 

 

第３ 財務内容の改善に関する事項 

１ 経営基盤の強化 

 



中期目標 

 １ 経営基盤の強化 

質の高い医療を安定して提供するため、自立した経営基盤を確立し、中期目標期間内における累計の経常収支比率１００％以上を達成するよう努めること。 

また、小山市からの運営費負担金の交付のもと、公的病院としての使命を果たすこと。 

 

中期計画 年度計画 

法人の自己評価 委員会の評価 

評価の判断理由（実施状況等） 評価 評価 評価委員会コメント 

１ 経営基盤の強化 

小山市からの運営費負担金の

もと、救急医療や小児医療を安

定的に提供することにより、地

域における公的な病院としての

使命と役割を果たすとともに、

地方独立行政法人制度の特徴を

最大限に生かした業務運営によ

り、激変する医療制度に的確に

対応し、収益の確保及び費用の

節減に努めることによって安定

的かつ戦略的な病院経営を行

い、自立した経営基盤のもとで

中期目標期間中の累計の経常収

支比率１００パーセント以上の

達成を目指す。 

このため、経営改善のために

取り組むべき課題を明確にし、

収益確保や費用の節減、中長期

的な視点に立ったコスト管理に

取り組むとともに、月次決算の

実施など経営に関する情報を迅

速に把握し、部門ごとの経営状

況の分析や他院との比較分析を

行うなど効率的な病院経営を行

う。 

小山市からの運営費

負担金のもと、地域に

おける公的な病院とし

ての使命と役割を果た

すとともに、独法化１

年目の経営・収支状況

を的確に分析し、地方

独立行政法人制度の特

徴を最大限に生かし、

収益の増加及び費用の

節減に努めることによ

って安定的かつ戦略的

な病院経営を行う。 

独法化がスタートした平成 25年度決算において、黒字化の第

一歩を踏み出したことにより、次なる当院が目指すべき方向は、

継続的な黒字体質の維持となります。 

現在も当病院は小山市からの運営負担金をもとに、不採算部

門となる救急医療、小児医療などを提供しておりますが、この

ような公的医療も行いつつ、従来までの経営方針、経営戦略で

は経営基盤の更なる強化は図れないとの危機意識を持ち、幹部

職員等による病院経営改革推進会議を柱とした様々な協議を毎

週重ねてきました。 

昨年に続き、収益増加と費用削減を大原則に、救急患者の積

極的な受入、入院患者増加策、健診センターの利用向上策等を

全スタッフにより実施した結果、平成 26 年度の経常収支比率

は、102.3％、医業収支比率は、101.8％の結果となりました。 
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【目標指標】 

指標 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 26 年度 計画との差 

   



実績 実績 計画 実績 

経常収支比率 101.0％ 104.0％ 102.2％ 102.3％ 0.1％ 

医業収支比率 91.2％ 104.3％ 100.9％ 101.8％ 0.9％ 
 

 

第３ 財務内容の改善に関する事項 

２ 収益の確保と費用の節減 

(１) 収益の確保 

 

中期目標 

 ２ 収益の確保と費用の節減 

(１)  収益の確保 

診療報酬の改定や健康保険法等の改正に的確に対処するとともに、患者数や診療単価の向上をはじめ、診療報酬の請求漏れや査定減の防止、未収金の未然防

止対策と早期回収に努めるなど、収益を確保すること。 

 

中期計画 年度計画 

法人の自己評価 委員会の評価 

評価の判断理由（実施状況等） 評価 評価 評価委員会コメント 

２ 収益の確保と費用の節減 

(１)  収益の確保     

診療体制の充実、手術や検査

枠の見直し等による件数の増

加、高度医療機器の効率的な稼

働等により増収を図るととも

に、７体１看護配置基準の維持

はもとより、診療報酬改定に対

応した加算の取得に努めるもの

とする。また、診療報酬の請求

漏れや減点の防止に努めるとと

もに、未収金の発生防止策や法

的措置も含めた回収策を講じ収

益を確保する。 

ＤＰＣ病院に対応し

た診療体制を構築し、

特に診療報酬改定によ

る入院体制を整備し、

収益の確保を行う。基

本的には急性期病床と

地域包括ケア病床の効

率的活用を図り、在院

日数の短縮、１人当た

りの入院単価の向上を

目指す。 

また、請求漏れや減

点の防止に努めるとと

もに、未収金の発生防

止策や専門家とのタイ

アップによる未収金回

収益確保の方向性として、入院診療単価、外来診療単価の向

上は不可欠と考え、平成 26年度は、１人１日あたり入院診療単

価 40,000 円台後半、外来診療単価 10,000 円台中間を目標に見

直しを行いました。救急医療管理加算、診療録管理加算、医師

事務作業補助体制加算、総合評価加算等の基本的算定を行い、

昨年に引き続き、取漏れのない体制構築に努めました。 

その結果、入院患者数、外来患者数は減少しましたが、前年

度に比して、入院診療単価は 8,269円増加、外来診療単価も 519

円増加と前年を大きく上回りました。入院患者数減は、診療報

酬制度がＤＰＣに移行したことによる平均在院日数の短期化に

よるもの、外来患者数減は、かかりつけ医への逆紹介の推進に

よるものと言えます。しかしながら、診療単価の向上により通

年での医業収入は増加しており、診療単価向上への取組は十分
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収対策を講じる。 な成果を生み出したものと思料します。この結果に繋がった大

きな要因の一つに手術件数の増加があります。昨年度より午前

中の手術が行えるような体制にし、そのことから手術件数は、

前年対比 623 件増の 2,417 件を数えました。加えて、地域包括

ケア病棟、ＨＣＵの導入等が今年度の新たな施策として実施さ

れ、これらが有効に稼働していることも今年度の医業収益向上

に寄与しております。薬剤部門は、昨年に引続き、薬剤管理指

導料等の算定漏れの見直しなどを行い、また、各医療技術系分

野の算定用法を検討し、取漏れの無い算定形式に変更しました。 

 

【目標指標】 

指標 
平成 24 年度

実績 

平成 25 年度

実績 

平成 26 年度

計画 

平成 26 年度

実績 

計画との差 

入院患者数 81,757人 85,792人 86,700人 76,648人 △10,052人 

入院診療単価 37,797円 40,858円 41,764円 49,127円 7,363円 

病床稼働率 65.5％ 68.7％ 69.5％ 61.4％ △8.1％ 

平均在院日数 15.9日 15.4日 14.0日 11.3日 △2.7日 

外来患者数 151,866人 155,926人 153,720人 152,153人 1,567人 

外来診療単価 9,624円 10,097円 11,000円 10,616円 △384 
 

   

 

第３ 財務内容の改善に関する事項 

２ 収益の確保と費用の節減 

(２) 費用の節減 

 

中期目標 

 ２ 収益の確保と費用の節減 

(２)  費用の節減 

医薬品や診療材料、消耗品等の購入方法や契約形態の見直しなど、事業運営に係るあらゆる支出を点検し、その節減に努めること。 

 

中期計画 年度計画 

法人の自己評価 委員会の評価 

評価の判断理由（実施状況等） 評価 評価 評価委員会コメント 

２ 収益の確保と費用の節減 



(２)  費用の節減     

業務の効率化を図るととも

に、物品購入や業務委託におい

て価格交渉の徹底、購入方法の

検討、契約内容の見直し、ジェ

ネリック医薬品の使用拡大等に

より経費節減に努める。また、

職員へのコスト意識の啓発に努

め、その他消耗品費等の経費節

減の徹底を図る。 

新ＳＰＤ業者と協力

して、安価な診療材料

の選定及び適正配置に

努め、費用節減を図る。

また、ＤＰＣ導入によ

りジェネリック医薬品

の使用拡大、納入業者

の絞り込み等により、

薬品の支払額を抑制す

る。その他委託費、消

耗品費等の経費節減の

徹底を図る。 

 

材料費対医業収益比率は対 26 年度目標比▲1.0％、経費対医

業収益比率は同比▲1.4％、給与費対医業収益比率も同比▲

2.8％となりました。材料費削減の原動力は薬品費の大幅削減

(年間約 80百万円)です。これは、仕入業者の絞り込みによる値

引率引上げ交渉の実現、ジェネリック薬品品目採用率向上等に

よるものでした。経費削減については、対 25年度比約 300百万

円の増収に対し、総経費を微増(約 30百万円)で抑えたことによ

り、上記の結果となりました。給与費は、目標を下回る比率で

はありますが、対前年比では上昇しています。これは、新病院

移転後の収益向上を見込むためのスタッフ強化を標榜したもの

であり、医業収益向上に伴い、この比率は安定的に推移して行

くものと思料致します。 
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【目標指標】 

指標 
平成 24 年度

実績 

平成 25 年度

実績 

平成 26 年度

計画 

平成 26 年度

実績 

計画との差 

材料費対医業収益

比率 
22.9％ 21.8％ 21.6％ 20.6％ △1.0％ 

経費対医業収益比

率 
18.3％ 15.9％ 18.2％ 16.8％ △1.4％ 

給与費対医業収益

比率 
63.7％ 55.0％ 61.4％ 58.6％ △2.8％ 

ｼﾞｪﾈﾘｯｸ医薬品の

品目採用率 
4.2％ 10.1％ 17.0％ 19.1％ 2.1％ 

 

   

 

 

 

第４ その他業務運営に関する重要事項 

新病院建設に向けた取組み 

 

中期目標 
新病院建設に向けた取組み 

新市民病院建設事業を承継し、平成２７年度第４四半期の開院を目指し確実に当該事業を進めていくこと。 



 

中期計画 年度計画 

法人の自己評価 委員会の評価 

評価の判断理由（実施状況等） 評価 評価 評価委員会コメント 

新病院建設に向けた取組み 

小山市の新市民病院建設事業を承継

し、平成２７年度第４四半期の開院を目

指して確実に事業を推進する。 

平成 27 年 9 月の建設工事完成に向け、

質の高い建物を確保するための工事監

理、及び確実に工事の進捗を図るための

工程管理に努める。 

平成 28 年 1 月の開院に向け、事

業の推進を図っており、平成 26 年

度の各工事の進捗状況は、病院本体

工事は、3 月 31 日現在で進捗率

46％、エネルギーセンターも 60％と

順調に工事を進めました。また、院

内保育所の建設においては、平成 27

年 1 月 15 日に(株)乃木鈴建設産業

と、請負金額 88,992 千円で契約を

結び、1月末に工事に着手しました。

尚、3 月 31 日現在での進捗率は、

15％でした。 

 

 ３ 

  

  

 

第５ 予算、収支計画及び資金計画 

  ※財務諸表及び決算報告書を参照 

 

第６ 短期借入金の限度額 

中期計画 年度計画 実施状況  

１ 限度額 

   ２，５００百万円 

 

２ 想定される短期借入金の発生事由 

賞与支給による一時的な資金不足や予

定外の退職者の発生に伴う退職手当の支

給など偶発的な出費への対応、また新病

院建設事業における多額の出費等を想定

１ 限度額 

   ２，５００百万円 

 

２ 想定される短期借入金の発生事由 

賞与支給による一時的な資金不足や予

定外の退職者の発生に伴う退職手当の支

給など偶発的な出費への対応、また新病

院建設事業における多額の出費等を想定

  

実績はありません。 

 



している。 している。 

 

第７ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときは、その計画 

中期計画 年度計画 実施状況  

平成２７年度第四半期の新病院への移転

に伴い、現病院の土地・建物等を小山市へ

無償譲渡する。 

 なし なし  

 

第８ 剰余金の使途 

中期計画 年度計画 実施状況  

毎事業年度の決算において剰余が生じた

場合は、病院施設・設備の整備・改修、医

療機器等の購入、長期借入金の償還、人材

確保事業及び人材育成事業の充実に充て

る。 

決算において剰余が生じた場合は、病院

施設・設備の整備・改修、医療機器等の購

入、長期借入金の償還、人材確保事業及び

人材育成事業の充実に充てる。 

 平成 26年度決算によって生じた剰余金に

ついては、すべて積立てました。 

 
 

 

 

第９ 地方独立行政法人新小山市民病院の業務運営等に関する規則（平成２５年小山市規則第８号）に定める事項 

中期計画 年度計画 実施状況  

 

 

施設及び設備の内容 予定額 

病院施設、医療機器等整備 200百万円 

新市民病院建設事業 7,741 

百万円 

 

 

 

 

施設及び設備の内容 予定額 

病院施設、医療機器等整備 180 

百万円 

新市民病院建設事業 2,396 

百万円 
 

 

 

施設及び設備の内容 決定額 

病院施設、医療機器等整備 400 

百万円 

新市民病院建設事業 2,271 

百万円 
 

 

 



地方独立行政法人新小山市民病院に対する評価の基本方針 

 

平成２５年１０月２日 

 

地方独立行政法人新小山市民病院評価委員会 

 

地方独立行政法人法（平成１５年法律第１１８号）第２８条第１項及び第３０条

第１項の規定に基づき、地方独立行政法人新小山市民病院評価委員会（以下「評価

委員会」という。）において地方独立行政法人新小山市民病院（以下「法人」とい

う。）の評価を実施するに当たっては、以下の方針に基づき行うものとする。 

 

第１ 基本方針 

１ 評価は、中期目標・中期計画の達成状況等を踏まえ、法人の業務運営等につい 

 て多面的な観点から総合的に評価を行い、評価を通じて法人の継続的な質的向上

に資するものとする。 

２ 評価を通じて、法人の中期目標・中期計画の達成に向けた取組み状況を市民に  

 分かりやすく示すものとする。 

３ 業務運営の改善や効率化等の特色ある取組みや様々な工夫を積極的に評価する 

ものとする。 

４ 法人を取り巻く環境の変化等を踏まえ、必要に応じて評価の方法を見直し・改 

 善するものとする。 

 

第２ 評価方法 

評価は、各事業年度終了時に実施する「年度評価」と中期目標期間終了時に実施 

する「中期目標期間評価」とし、それぞれ「項目別評価」と「全体評価」を併せて 

行うものとする。 

 

１ 年度評価 

（１）法人の自己評価・自己点検に基づき、中期計画及びこれに基づく年度計画に 

   記載されている小項目、大項目及び全体について評価を行う。 

（２）年度評価に係る評価基準等の詳細については、別途定めるものとする。 

 

２ 中期目標期間評価 

（１）各年度評価の評価結果も踏まえつつ、中期目標に記載されている大項目及び 

   全体について評価を行う。 

（２）中期目標期間評価に係る評価基準等の詳細については、別途定めるものとす

る。 
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第３ 評価結果の活用 

１ 法人は、評価結果を踏まえて、組織や業務運営等の改善に取り組むものとする。 

２ 法人の業務継続の必要性及び組織のあり方等に関する検討、次期中期目標及び 

 次期中期計画の策定の際には、中期目標期間の各年度の評価結果を活用するもの 

 とする。 

３ 次期中期目標及び次期中期計画の策定に関して、評価委員会が意見を述べる際 

 には、中期目標期間の各年度の評価結果を踏まえるものとする。 

 

第４ 評価の進め方 

１ 報告書の提出 

法人は、各事業年度及び中期目標期間終了後３か月以内に、当該期間における業 

務の実績を明らかにした報告書を評価委員会に提出する。 

２ 評価の実施 

評価委員会は、提出された報告書をもとに、法人からのヒアリング等を踏まえて 

業務実績を調査分析し、総合的な評価を行う。 

３ 意見申立て機会の付与 

評価委員会は、評価結果の決定に当たり、法人に対し評価結果（案）に対する意 

見申立ての機会を付与する。 

 

第５ 目標・計画を策定する際の留意点 

法人において、目標・計画を策定する際は、その達成状況を客観的に測定するこ 

とができるよう、数値目標を設定することを基本とする。数値目標の設定が困難 

な場合は、達成状況が明らかになるように目標設定を工夫するものとする。 



地方独立行政法人新小山市民病院の年度評価実施要領 

 

平成２５年１０月２日 

地方独立行政法人新小山市民病院評価委員会 

 

地方独立行政法人法（平成１５年法律第１１８号）第２８条第１項の規定に基づき、

地方独立行政法人新小山市民病院評価委員会（以下「評価委員会」という。）におい

て地方独立行政法人新小山市民病院（以下「法人」という。）の各事業年度に係る業

務の実績に関する評価（以下「年度評価」という。）を実施するに当たっては、「地

方独立行政法人新小山市民病院に対する評価の基本方針（平成２５年１０月２日決定）」

を踏まえながら、以下に示した方針及び評価方法などにより実施する。 

 

第１ 評価方針 

１ 年度評価は、中期目標・中期計画の達成に向けた法人の事業の進捗状況を確認

する観点から行う。 

２ 年度評価の積み重ねが、中期目標期間終了時における法人の自主的な組織や業

務全般の見直しの基盤になることに留意する。 

 

第２ 評価方法 

１ 年度評価は、「項目別評価」と「全体評価」により行う。 

２ 「項目別評価」は、当該年度の年度計画に定めた事項ごとにその実施状況を確

認することにより、各年度における中期計画の各事項の進捗状況を確認する。 

３ 「全体評価」では、項目別評価の結果等を踏まえつつ、中期計画の進捗状況全

体について総合的に評価する。 

 

第３ 項目別評価の具体的方法 

項目別評価は、１法人による自己評価、２評価委員会による小項目評価、３評価

委員会による大項目評価の手順で行う。 

 

１ 法人による自己評価 

(１) 法人は、年度計画の小項目（内容によっては複数の小項目）ごとの進捗状況

について、次の５段階で自己評価を行い、業務実績報告書を作成する。 

５ … 年度計画を大幅に上回って実施している  

４ … 年度計画を上回って実施している  

３ … 年度計画を順調に実施している  

２ … 年度計画を十分に実施できていない  

１ … 年度計画を大幅に下回っている 
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(２) 業務実績報告書には、自己評価のほか、自己評価の判断理由（実施状況等）

を記載する。 

(３) 業務実績報告書には、特記事項として、特色ある取組み、法人運営を円滑に

進めるための工夫、今後の課題等を自由に記載する。 

２ 評価委員会による小項目評価 

(１) 評価委員会において、法人の自己評価及び目標設定の妥当性などを総合的に

検証し、年度計画の小項目ごとの進捗状況について、法人の自己評価と同様に

１～５の５段階による評価を行う。 

(２) 評価委員会による評価と法人の自己評価が異なる場合は、評価委員会が評価

の判断理由等を示す。 

(３) その他、必要に応じて、特記すべき点や遅れている点についてコメントを付

す。 

３ 評価委員会による大項目評価 

(１) 評価委員会において、小項目評価結果、各重点項目の達成状況並びに特記事

項の記載内容等を考慮し、大項目ごとに中期目標・中期計画の達成に向けた業

務の進捗状況について、次の５段階による評価を行う。 

Ｓ … 特筆すべき進捗状況にある 

（４．５以上５．０以下） 

Ａ … 計画を上回って進んでいる 

（３．５以上４．４以下） 

Ｂ …計画どおり進んでいる 

（２．５以上３．４以下） 

Ｃ … やや遅れている 

（１．５以上２．４以下） 

Ｄ … 重大な改善事項がある 

（１．０以上１．４以下） 

各段階の評価は、大項目ごとの小項目評価の評点の平均点（少数点以下第２

位四捨五入）で区分する。 

 

第４ 全体評価の具体的方法 

１ 評価委員会において、項目別評価の結果を踏まえ、年度計画及び中期計画の全

体的な進捗状況について、記述式による評価を行う。 

２ 全体評価においては、法人化を契機とした病院改革の取組み（法人運営におけ

る自律性・機動性の発揮、財務内容の改善等）を積極的に評価することとする。 

 

 

 



第５ 年度評価の具体的な進め方とスケジュール 

【６月末まで】 

１. 法人において、業務実績報告書を作成し、評価委員会に提出する。 

【７～９月】 

２. 評価委員会において、法人からのヒアリング等により実務実績報告書 

の調査・分析を行い、年度評価の作業を行う。 

３. 評価委員会における審議を通じて評価（案）をとりまとめる。 

４. 評価（案）について法人に意見申立て機会を付与する。 

５. 評価委員会において評価を決定して、法人に通知し、市長に報告する。 

６．議会に報告するとともに公表する。 

 

第６ その他 

１ 法人において作成する業務実績報告書の様式は、別紙（様式１）の通りとする。 

２ 本実施要領については、年度評価の実施結果などを踏まえ、定期的に見直し・ 

改善を図るものとする 


